
別紙４-２ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(369／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

 

（2）中央制御室居住性評価に係る被ばく評価結果 

（1）で想定した勤務スケジュールにおける被ば

く評価結果について事故発生直後に滞在時間が最

長となる場合を第 3.2.2 表及び第 3.2.3 表に，格

納容器ベント実施時に滞在時間が最長となる場合

を第 3.2.4 表及び第 3.2.5 表示す。この結果，最

も被ばく線量が大きくなるのは，事故発生直後に滞

在時間が最長となる場合のＡ班であり，実効線量は

約 60 mSv となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設において

は，同一の実施組織要

員が評価期間中室内に

とどまる前提で評価を

実施するため，被ばく

評価においては運転員

の交代要員を考慮しな

い。 
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別紙４-２ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(370／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再処理施設において

は，同一の実施組織要

員が評価期間中室内に

とどまる前提で評価を

実施するため，被ばく

評価においては運転員

の交代要員を考慮しな

い。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(371／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）入退域時（交替時）の考慮 

直交替を考慮した場合の入退域時の実効線量は，

建屋出入口に連続滞在した場合の線量を求め，その

値に入退域の時間割合を乗じて評価を行う。直交替

を行う場合の入退域の時間割合は，入退域（片道）

に必要な時間を 15 分※1 とし以下のように求め

る。 

入退域の時間割合＝（0.5h／直×2 直／日／5 

直）／24h／日≒0.00833 

※1 1 直と 2 直の平均勤務時間は 12 時間 15 分で

あり，そのうち片道 15 分，往復 30 分を入退域時

間と見込んでいる。 

 再処理施設において

は，同一の実施組織要

員が評価期間中室内に

とどまる前提で評価を

実施するため，被ばく

評価においては運転員

の交代要員を考慮しな

い。 
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別紙４-２ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(372／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

別添 4 

 

中央制御室の居住性評価に係る各被ばく評価にお

ける原子炉建屋外側ブローアウトパネルの取扱い

について 

 

原子炉建屋外側ブローアウトパネルは，主蒸気管

破断のようにプラント運転中に原子炉格納容器外

で配管が破断した場合等に，高圧の蒸気が原子炉建

屋原子炉棟内に漏えい，拡散することにより生じる

建屋内の圧力上昇によって建屋内の天井・外壁等が

破損することを防止するため，建屋内の圧力を開放

する目的で設置している。 

原子炉建屋外側ブローアウトパネルの開放によ

り開口部が生じた場合，原子炉建屋ガス処理系起動

時に原子炉建屋原子炉棟内を負圧に維持すること

が困難となり，放射性物質の放出経路としては排気

筒ではなく地上放出相当となる。 

中央制御室の居住性評価に係る各被ばく評価に

おける，原子炉建屋外側ブローアウトパネルの状態

と評価条件（放出位置）との関係を以下に示す。 

 

1. 中央制御室の居住性評価（設計基準事故）に係

る被ばく評価 

(1) 原子炉冷却材喪失 

 

 再処理施設ではブロー

アウトパネルを設置し

ない。 
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別紙４-２ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(373／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

ａ．評価条件（放出位置） 

非常用ガス処理系排気筒出口 

被ばく評価手法（内規）では排気筒と原子炉建

屋とされている。（第 4.1 表参照） 

ｂ．原子炉建屋外側ブローアウトパネルの状態 

原子炉冷却材喪失時には原子炉建屋原子炉棟内

の圧力上昇は生じないことから，原子炉建屋外側ブ

ローアウトパネルは開放しない。また，破断口から

の冷却材流出によって原子炉水位が低下し，原子炉

水位低（レベル３）信号設定点に到達することで，

原子炉建屋ガス処理系が自動起動することから，放

出経路は非常用ガス処理系排気筒出口となる。 

ｃ．結論 

ブローアウトパネルの状態を考慮しても，放射性

物質の放出位置として非常用ガス処理系排気筒出

口とすることは妥当である。 

 

(2) 主蒸気管破断 

ａ．評価条件（放出位置） 

地上放出（評価点に最も近接するブローアウトパ

ネル） 

被ばく評価手法（内規）ではブローアウトパネル

と原子炉建屋又はタービン建屋とされている。（第

4.1 表参照） 

 

 再処理施設ではブロー

アウトパネルを設置し

ない。 
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別紙４-２ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(374／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

ｂ．原子炉建屋ブローアウトパネルの状態 

建屋内の圧力上昇によりブローアウトパネルが

開放する。開放するのは原子炉建屋外側ブローアウ

トパネルを想定する。そのため，原子炉建屋ガス処

理系起動時に原子炉建屋原子炉棟内を負圧に維持

することが困難となり，放射性物質の放出経路は排

気筒ではなく地上放出相当として評価点(中央制御

室)に最も近接するブローアウトパネルを放出位置

として設定する。 

なお，「原子炉設置許可申請書 添付書類十 4.2 

仮想事故 4.2.2 主蒸気管破断」の周辺公衆の線量

評価においては，タービン建屋から地上放出すると

しており，原子炉建屋外側ブローアウトパネルの状

態に関係はなく，原子炉設置許可申請書の線量評価

結果に影響はない。 

ｃ．結論 

ブローアウトパネルの状態を考慮しても，放射性

物質の放出経路として地上放出を設定することは

妥当である。 

 

2. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）

に係る被ばく評価 

ａ．評価条件（放出位置） 

事象発生から 2 時間まで：地上放出 (評価点に

最も近接するブローアウトパネル) 

事象発生から 2 時間以降：非常用ガス処理系排

気筒出口 

 再処理施設ではブロー

アウトパネルを設置し

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(375／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

ベント実施時：格納容器圧力逃がし装置出口 

審査ガイドでは「選定した事故シーケンスの事故

進展解析結果を基に設定」とされている。 

ｂ．原子炉建屋外側ブローアウトパネルの状態 

居住性評価にあたって選定した事象である原子

炉冷却材喪失時には原子炉建屋原子炉棟内の圧力

上昇は生じないことから，原子炉建屋外側ブローア

ウトパネルは開放しない。 

しかし，全交流動力電源喪失を想定しており，事

象発生 2 時間までは原子炉建屋ガス処理系に期待

できないことから，地上放出相当とし，放出点とし

ては放射性物質が漏えいする可能性がある評価点

(中央制御室)に最も近接しているブローアウトパ

ネル位置を設定している。 

事象発生 2 時間以降，常設代替高圧電源装置に

よって電源が復旧し，原子炉建屋ガス処理系を起動

することを想定し，放出経路は非常用ガス処理系排

気筒出口としている。 

なお，ベント実施時には格納容器圧力逃がし装置

出口からの放出を想定する。 

ｃ．結論 

原子炉建屋外側ブローアウトパネルの状態を考

慮しても，放射性物質の放出経路として地上放出，

非常用ガス処理系排気筒出口及び格納容器圧力逃

がし装置出口を設定しており妥当である。 

 

 再処理施設ではブロー

アウトパネルを設置し

ない。 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(376／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

第 4.1 表 放出点の代表例(被ばく評価手法（内規）

解説表 5.8.1 抜粋) 
型式 事故 放出点の位置 

ＢＷＲ型 

原子炉施設 

原子炉冷却材

喪失 

建屋＋0.5Ｌの範囲内(排

気筒と原子炉建屋) 

主蒸気管破断 

建屋＋0.5Ｌの範囲内(ブ

ローアウトパネルと原子

炉建屋又はタービン建屋) 
 

 再処理施設ではブロー

アウトパネルを設置し

ない。 

別紙１ 

 

計算機プログラム（解析コード）の概要 

別紙１ 

 

計算機プログラム(解析コード)の概要 

 

目 次 

1. はじめに           別紙 1-3 

2. 解析コードの概要       別紙 1-4 

2.1 ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ    別紙 1-4 

2.2 ＡＮＩＳＮ         別紙 1-4 

2.3 Ｇ３３－ＧＰ２Ｒ      別紙 1-4 

2.4 ＯＲＩＧＥＮ２       別紙 1-4 

2.5 ＭＡＡＰ          別紙 1-4 

目 次 

1. はじめに                1 

2. 解析コードの概要            2 

2.1 ＯＲＩＧＥＮ２            2 

2.2 ＡＮＩＳＮ              3 

 

 

1. はじめに 

本資料は，Ｖ-1-7-3「中央制御室の居住性に関す

る説明書」において使用した計算機プログラム（解

析コード）について説明するものである。 

1. はじめに 

本資料は，Ⅵ-1-5-2-1「制御室の居住性に関する

説明書」において使用した計算機プログラム(解析

コード)について説明するものである。 

 

594



別紙４-２ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(377／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

2. 解析コードの概要 

2.1 ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 

本解析コードの概要については，「Ⅴ-5-6 計算

機プログラム（解析コード）の概要・ＱＡＤ－Ｃ

ＧＧＰ２Ｒ」に示す。 

 

2.2 ＡＮＩＳＮ 

本解析コードの概要については，「Ⅴ-5-11 計

算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＮＩＳ

Ｎ」に示す。 

 

2.3 Ｇ３３－ＧＰ２Ｒ 

本解析コードの概要については，「Ⅴ-5-12 計

算機プログラム（解析コード）の概要・Ｇ３３－

ＧＰ２Ｒ」に示す。 

 

2.4 ＯＲＩＧＥＮ２ 

本解析コードの概要については，「Ⅴ-5-7 計算

機プログラム（解析コード）の概要・ＯＲＩＧＥ

Ｎ２」に示す。 

 

2.5 ＭＡＡＰ 

本解析コードの概要については，「Ⅴ-5-13 計

算機プログラム（解析コード）の概要・ＭＡＡ

Ｐ」に示す。 

2. 解析コードの概要 
2.1 ORIGEN2 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(378／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 

 

2.2 ANISN 
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発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅵ-１-５-２-１ 制御室の居住性に関する説明書】(379／379) 
発電炉（東海第二） 再処理施設 備考 
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補足説明すべき項目の抽出
（第23条 制御室等）

別紙５①

補足すべき事項

1

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（以下「制御室」という）の
設計に係る共通的な設計方針については，第１章　共通項目の「5. 火災等による損傷の防
止」，「8 遮蔽」，「9.1 安全機能を有する施設及び安全上重要な施設」，「10.2 安全避難
通路等」に基づくものとする。

2

制御室は以下の機能を有する。
再処理施設には，運転時において，運転員その他の従事者が施設の運転又は工程等の管理を行
い，事故時において，適切な事故対策を構ずる場所として，制御建屋に中央制御室を設けるほ
か，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を設ける設
計とする。また，制御室は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を喪失しない設計とす
る。

3 制御建屋は，地上３階，地下２階の建物とする設計とする。

4
制御室には，再処理施設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視及び制御し，再処
理施設の安全性を確保するために必要な操作を手動により行うことができるよう，主要な警報
装置及び計測制御系統設備を備える設計とする。

5

分離施設，精製施設その他必要な施設には，再処理施設の健全性を確保するために計測制御系
統施設で監視が要求されるパラメータを連続的に監視するための設備及び再処理施設の安全性
を確保するために必要な操作を手動により行うことができる設備として，主要な警報装置及び
計測制御系統設備を備える設計とする。

6
また，必要な施設のパラメータを監視するための表示及び操作装置は，誤操作及び誤判断を防
止でき，操作が容易に行える設計とする。

28

4.1.4　制御室換気設備
制御室換気設備は，給気系，排気系及び空調系で構成し，適切な換気及び空調を行う設計とす
るとともに，制御室換気設備は，気体状の放射性物質及び制御室外の火災又は爆発により発生
する有毒ガスに対して，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，運転員その他の従事者を適切
に防護できる設計とする。

29
a.制御建屋中央制御室換気設備
制御建屋中央制御室換気設備は，制御建屋中央制御室給気系，制御建屋中央制御室排気系及び
制御建屋中央制御室空調系で構成する。

34

b.使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室給気
系，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室排気系及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系
で構成する。

7

a.再処理施設の外の状況を把握するための設備
再処理施設の外の状況を把握するための暗視機能を有し，制御室にて遠隔操作できる監視カメ
ラ，風向，風速その他の気象条件を測定する気象観測設備及び公的機関から地震，津波，竜
巻，落雷情報等の気象情報を入手できる電話，ファクシミリ，社内ネットワークに接続された
パソコンを設置し，昼夜にわたり制御室において再処理施設に影響を及ぼす可能性のある自然
現象等を把握できる設計とする。

8
近隣工場等の火災については，地震を起因にして発生する可能性も考慮し，監視カメラは，基
準地震動Ｓｓに対して機能を損なわないよう耐震設計を有するとともに，非常用電源系統から
給電できる設計とする。

9

b.計測制御装置
中央制御室には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係，せん断処理施設関係，溶解施設
関係，分離施設関係，精製施設関係，脱硝施設関係，酸及び溶媒の回収施設関係，製品貯蔵施
設関係，放射性廃棄物の廃棄施設関係，その他再処理設備の附属施設関係，安全保護回路関係
及び電気設備関係等の計測制御装置を設けた安全系監視制御盤及び監視制御盤等で構成し，再
処理施設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視できるとともに，中央制御室にお
いて制御する工程の設備の運転状態において，運転員に過度な負担とならないよう，安全系監
視制御盤及び監視制御盤において監視，操作する対象を定め，通常運転，運転時の異常な過渡
変化及び設計基準事故の対応に必要な操作器，指示計，記録計及び警報装置を有する設計とす
る。

10

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関
係及び電気設備関係等の計測制御装置を設けた安全系監視制御盤及び監視制御盤等で構成し，
再処理施設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視できるとともに，使用済燃料の
受入れ施設及び貯蔵施設の制御室において制御する工程の設備の運転状態において，運転員に
過度な負担とならないよう，安全系監視制御盤及び監視制御盤において監視，操作する対象を
定め，通常運転，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の対応に必要な操作器，指示計，
記録計及び警報装置を有する設計とする。

11

安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤及び監視制御盤は，操作性，視認性
及び人間工学的観点の諸因子を考慮した盤の配置，操作器具の配置，計器の配置及び警報表示
器具の配置を行い，操作性及び視認性に留意するとともに，再処理施設の状態を正確，かつ，
迅速に把握できる設計とする。

12
安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤は，多重化を行い分離配置するとと
もに，系統ごとにグループ化して集約した操作器具を盤面上に配置し，操作性及び視認性に留
意した設計とする。

13
安全機能を有する施設のうち，中央制御室の監視制御盤は，施設ごとにエリアを分けて配置す
る設計とする。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の監視制御盤は，使用済
燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に配置する。

14
安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，監視操作を行う画面を系統ごとにグ
ループ化して集約し，操作性及び視認性に留意した設計とする。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書

基本設計方針 添付書類

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書

※補足すべき事項の対象なし。【制御室の機能に関する基本方針】
・再処理施設の外の状況を把握するための設備の機能に関する基本方針を記載する。
・計測制御装置の機能に関する基本方針を記載する。
・居住性を確保する機能に関する基本方針を記載する。

＜再処理施設の外の状況を把握するための設備＞
監視カメラの概要、映像及び把握可能な自然現象等について補足
する。

＜計測制御装置＞
制御室における環境条件及び環境条件を考慮した操作の容易性に
ついて補足する。

【再処理施設の外の状況を把握するための設備】
再処理施設の外の状況を把握するための設備の機能に関する詳細設計を記載する。

【計測制御装置】
計測制御装置の機能に関する詳細設計を記載する。

【居住性の確保】
居住性を確保する機能に関する詳細設計を記載する。

599



補足説明すべき項目の抽出
（第23条 制御室等）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

15
安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤の操作器具は，誤接触による誤動作
を防止するため，誤操作防止カバーを設置し，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。

16
安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤の操作器具は，形状による区別を行
うとともに，必要により鍵付スイッチを採用することにより，誤りを生じにくいよう留意した
設計とする。

17
安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤の画面上の操作スイッチは，タッチオペ
レーション式によるダブルアクション操作及び，通常時操作と機器単体保守時の操作を制限す
る施錠機能により，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。

18
安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，警報の重要度ごとに色分けによる識別
表示をすることにより，正確，かつ，迅速に状況を把握できるよう留意した設計とする。

19
安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，運転員の監視及び操作を支援するため
の装置及び制御室において制御する工程の設備の運転状態の把握を支援する装置としてＣＲＴ
等を有する設計とする。

20

制御室は，再処理施設の安全性を確保するための操作が必要となる理由となった事象が有意な
可能性をもって同時にもたらされる環境条件及び再処理施設で有意な可能性をもって同時にも
たらされる環境条件（地震，内部火災，溢水，化学薬品の漏えい，外部電源喪失，ばい煙及び
有毒ガス，降下火砕物による操作雰囲気の悪化並びに凍結）を想定しても，適切な措置を講ず
ることにより運転員その他の従事者が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するた
めの設備を容易に操作ができる設計とする。

21

c.居住性の確保
制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が制御室に出入りするための区域
は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生した場合に再処理施設の安全性を確保す
るための措置をとれるよう，運転員その他の従事者が支障なく入ることができる設計とする。
また，運転員その他の従事者が，制御室に一定期間とどまり，必要な操作を行う際に過度の被
ばくを受けないよう，適切な遮蔽を設ける設計とする。
さらに，制御室に運転員その他の従事者がとどまれるよう，気体状の放射性物質及び火災又は
爆発により発生する有毒ガスに対する換気設備の隔離その他の適切に防護するための措置に必
要な設備を設ける設計とする。

30
制御建屋中央制御室給気系は，制御建屋の中央制御室へ外気を供給するため，中央制御室給気
ユニットで構成する。

31
制御建屋中央制御室排気系は，制御建屋の中央制御室から排気するため，中央制御室排風機で
構成する。

32
制御建屋中央制御室空調系は，通常時及び設計基準事故時に制御建屋の中央制御室の雰囲気を
所定の条件に維持するため,中央制御室フィルタユニット，中央制御室空調ユニット及び中央
制御室送風機で構成する。

33

制御建屋中央制御室空調系は，設計基準事故時に必要に応じて外気との連絡口を遮断し,制御
建屋の中央制御室内空気を中央制御室フィルタユニットを通し再循環して浄化運転することが
できるとともに，必要に応じて外気を中央制御室フィルタユニットを通して取り入れることが
できる設計とする。

35
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室給気系は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室
へ外気を供給するため，制御室給気ユニットで構成する。

36
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室排気系は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室
から排気するため，制御室排風機で構成する設計とする。

37
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室
の雰囲気を所定の条件に維持するため, 制御室フィルタユニット,制御室空調ユニット及び制
御室送風機で構成する。

38

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系は，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，使用済
燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内空気を制御室フィルタユニットを通し再循環して浄
化運転することができるとともに,必要に応じて外気を制御室フィルタユニットを通して取り
入れることができる設計とする。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書

【再処理施設の外の状況を把握するための設備】
再処理施設の外の状況を把握するための設備の機能に関する詳細設計を記載する。

【計測制御装置】
計測制御装置の機能に関する詳細設計を記載する。

【居住性の確保】
居住性を確保する機能に関する詳細設計を記載する。

＜再処理施設の外の状況を把握するための設備＞
監視カメラの概要、映像及び把握可能な自然現象等について補足
する。

＜計測制御装置＞
制御室における環境条件及び環境条件を考慮した操作の容易性に
ついて補足する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第23条 制御室等）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

23
制御室は，有毒ガスが及ぼす影響により，運転員の対処能力が著しく低下し，安全機能を有す
る施設の安全機能が損なわれることがない設計とする。

24

敷地内外の固定源に対しては，運転員の吸気中の有毒ガス濃度が，有毒ガス防護のための判断
基準値を下回ることを評価により確認した。

25
したがって，有毒ガスの発生を検出するための装置や自動的に警報するための装置を設けない
設計とする。

26

敷地内外の可動源に対しては，「7. 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防
止」に示した化学薬品の安全管理に係る手順に基づき，漏えい又は異臭等の異常を確認した者
（立会人，公的機関から情報を入手した者等）が中央制御室の運転員（統括当直長）に連絡す
ることにより，中央制御室の運転員が有毒ガスの発生を認知できるよう，通信連絡設備を設け
る設計とする。

27

また，換気設備の隔離，防護具の着用等の対策により，有毒ガスから制御室の運転員を防護で
きる設計とする。
なお，連絡を受けた中央制御室の運転員（統括当直長）は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵
施設の制御室の運転員並びに緊急時対策所の設計基準事故及び重大事故等の対処に必要な指示
を行う要員（非常時対策組織本部の本部長）に対して有毒ガスの発生を連絡することを保安規
定に定めて，管理する。

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書

【有毒ガスへの対処に関する基本方針】
制御室における有毒ガス防護に係る基本方針を説明する。 ＜有毒ガス防護に係る手順及び体制について＞

制御室における有毒ガス防護に係る手順及び体制について補足説
明する。
有毒ガス防護に用いる資機材等の数量について補足説明する。

＜有毒ガス評価の条件・適合性＞
・有毒ガスの発生源となる固体あるいは揮発性が乏しい液体の取
扱いについて補足説明する。
・有毒ガスの発生源として考慮する高圧ガス容器に保有する高圧
ガスの取扱いについて補足説明する。
・有毒ガス影響評価として考慮する密閉空間でのみ人体影響を考
慮すべきものの取扱いについて補足説明する。
・有毒ガス影響評価として考慮する敷地内の固定源の整理結果に
ついて補足説明する。
・有毒ガス影響評価として考慮する反応により発生する有毒ガス
の整理結果について補足説明する。
・有毒ガス影響評価として考慮する敷地内の可動源の整理結果に
ついて補足説明する。
・有毒ガスの放出率評価に係る評価条件について補足説明する。
・有毒ガス影響評価における放出点周辺の建屋影響による拡散の
影響について補足説明する。

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書

【有毒ガスの検知する設備に関する基本方針】
・固定源からの有毒ガスの発生の検知手段については、有毒ガス影響評価結果を踏まえて、
検知器を設けないことを説明する。
・可動源からの有毒ガスの発生の検知手段として、通信連絡設備を設けることを説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書

【制御室の有毒ガス影響評価】
制御室にとどまる実施組織要員に対する有毒ガス影響評価として，有毒ガスの発生源となる
固定源及び可動源からの有毒ガスの影響評価結果及び評価条件等について記載する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項

30

　制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機は，想定される重大事故等時に実施組織要
員が中央制御室にとどまるために十分な換気風量を有する設計とするとともに，動的機器の単
一故障を考慮した予備を含めた数量を有する設計とする。

31

　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機は，想定される重大事故等時に
実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にとどまるために十分な換気風
量を有する設計とするとともに，動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた数量を有する設
計とする。

48

　代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，想定される重大事故等時に実
施組織要員が中央制御室にとどまるために十分な換気風量を確保するために必要な台数を有す
る設計とする。

50
　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，想定される重大事
故等時に実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にとどまるために十分
な換気風量を確保するために必要な台数を有する設計とする。

90

　中央制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替制御建屋中央制御室換気設備
若しくは制御建屋中央制御室換気設備の機能とあいまって中央制御室にとどまる実施組織要員
及びMOX燃料加工施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

91

　制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御
室換気設備若しくは使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の機能とあいまって使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋制御室にとどまる実施組織要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

104

　中央制御室環境測定設備の可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化
物濃度計は，中央制御室の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない
範囲内にあることを測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，必要数を確保す
ることに加えて，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを確保する
設計とする。

105

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備の可搬型酸素濃度計，可搬型二
酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御
室の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲内にあることを測
定するために必要な台数を有する設計とするとともに，必要数を確保することに加えて，予備
として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを確保する設計とする。

124

　中央制御室放射線計測設備のガンマ線用サーベイメータ(SA)及びアルファ・ベータ線用サー
ベイメータ(SA)は，中央制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあることを測定するた
めに必要な台数を有するとともに，保有数は必要数及び予備としての故障時のバックアップを
あわせ十分な台数を確保する設計とする。

126

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備のガンマ線用サーベイメータ
(SA)及びアルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
の制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあることを測定するために必要な台数を有す
るとともに，保有数は必要数及び予備としての故障時のバックアップをあわせ十分な台数を確
保する設計とする。

基本設計方針 添付書類

Ⅵ-1-1-3　設備別記
載事項の設定根拠に
関する説明書
Ⅵ-1-1-3-4-5　制御
室

【制御室換気設備の設定根拠】
制御室の居住性評価及び環境評価に係る制御室換気設備の中央制御室送風機、制御室送風
機、代替中央制御室送風機、代替制御室送風機の換気風量及び台数の設定根拠について説明
する。

【制御室遮蔽設備の設定根拠】
制御室の居住性評価に係る制御室遮蔽設備の中央制御室遮蔽及び制御室遮蔽の遮蔽体厚さの
設定根拠について説明する。

制御室遮蔽設備，制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気
設備は設計基準事象対処設備と重大事故等対処設備の兼用設備であり，設備については既設
工認の設計から変更なし

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

21

　代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，重大事故等発生時において，
制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，
室内環境が悪化して二酸化炭素濃度等の許容限界に達する前に制御建屋内に設置し，中央制御
室内の換気が可能な設計とする。

22

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，重大事故等発生時
において，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機の機能喪失後，外気の
遮断が長期にわたり，室内環境が悪化して二酸化炭素濃度等の許容限界に達する前に使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋内に設置し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内の換気が可
能な設計とする。

36

　代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，共通要因によって制御建屋中
央制御室換気設備の中央制御室送風機と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，制御
建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機に給電するための設計基準対象の施設と兼用する
電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，代替電源設備の制御建屋可搬型発電機から電
力を供給することで，制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機に対して多様性を有す
る設計とする。

37

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，共通要因によって
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機と同時にその機能が損なわれるお
それがないよう，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機に給電するため
の設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，代替電源設
備の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機から電力を供給することで，使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機に対して多様性を有する設計とする。

38

　代替制御建屋中央制御室換気設備は，共通要因によって制御建屋中央制御室換気設備と共通
要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，制御建屋中央制御室換気設備と
は異なる換気経路とすることで，制御建屋中央制御室換気設備に対して独立性を有する設計と
する。

39

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，共通要因によって使用済燃料受入れ・
貯蔵建屋制御室換気設備と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備とは異なる換気経路とすることで，使用済燃料受
入れ・貯蔵建屋制御室換気設備に対して独立性を有する設計とする。

40

　代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，共通要因によって制御建屋中
央制御室換気設備の中央制御室送風機と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故
障時バックアップを含めて必要な数量を制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機を設
置する建屋から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，制御建屋
にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的
分散を図る設計とする。制御建屋内に保管する場合は中央制御室送風機が設置される場所と異
なる場所に保管することで位置的分散を図る設計とする。

41

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，共通要因によって
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機と同時にその機能が損なわれるお
それがないように，故障時バックアップを含めて必要な数量を使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制
御室換気設備の制御室送風機を設置する建屋から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリ
アに保管するとともに，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋にも保管することで，必要数及び故障時
のバックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設計とする。使用済燃料受入
れ・貯蔵建屋内に保管する場合は制御室送風機が設置される場所と異なる場所に保管すること
で位置的分散を図る設計とする。

48

　また，代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，複数の敷設ルートで対
処できるよう必要数を複数の敷設ルートに確保するとともに，制御建屋内に保管する代替制御
建屋中央制御室換気設備の制御建屋の可搬型ダクトについては，必要数を確保する設計とす
る。

51

　また，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，複数の敷設
ルートで対処できるよう必要数を複数の敷設ルートに確保するとともに，使用済燃料受入れ・
貯蔵建屋内に保管する代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の使用済燃料の受入れ
施設及び貯蔵施設の可搬型ダクトについては，必要数を確保する設計とする。

69

　中央制御室代替照明設備は，共通要因によって中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非
常灯と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，中央制御室照明設備の運転保安灯及び
直流非常灯に給電するための設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設
備等に対して，中央制御室代替照明設備に内蔵した蓄電池から電力を供給することで，中央制
御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯に対して多様性を有する設計とする。

Ⅵ-1-1-4　安全機能
を有する施設，安全
上重要な施設及び重
大事故等対処設備が
使用される条件化に
おける健全性に関す
る説明書

3.　健全性の確保の
ための設計方針
3.1　多様性，位置
的分散等
3.1.3　重大事故等
対処設備

【重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等】
重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等に係る設計方針について説明する。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等から給電を受ける
制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備に対し，代替
電源設備の可搬型発電機から電力の給電を受けることで多様性を有する設計とする。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備に対し，
異なる換気経路とすることで，独立性を有する設計とする。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，故障時バックアップを含めて必要な数量を制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の
他に各々から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管することで位置的分散を
図る。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，複数の敷設ルートで対処できるよう必要数を必要な敷設ルートに確保することで位置的
分散を図る。
・中央制御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備は，設計基
準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等から給電を受ける常設の運転
保安灯及び直流非常灯に対し，内蔵する蓄電池から電力を供給することで多様性を有する設
計とする。
・中央制御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備は，中央制
御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備のみで使用可能とす
ることで独立性を有する。
・中央制御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備は，故障時
バックアップを含めて必要な数量を制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の他に各々か
ら100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管することで位置的分散を図る。
・中央制御室環境測定設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室環境測定設備は，故障時
バックアップを含めて必要な数量を制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の他に各々か
ら100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管することで位置的分散を図る。
・中央制御室放射線計測設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室放射線計測設備は，制
御建屋内に必要数及び故障時バックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る
設計とする。

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

70

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，共通要因によって使用済燃
料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯と同時にその機能
が損なわれるおそれがないよう，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運
転保安灯及び直流非常灯に給電するための設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部であ
る受電開閉設備等に対して，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備に内
蔵した蓄電池から電力を供給することで，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明
設備の運転保安灯及び直流非常灯に対して多様性を有する設計とする。

71

　中央制御室代替照明設備は，共通要因によって中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非
常灯と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，中央制御室代替照明設備のみで使用可
能とすることで，中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯に対して独立性を有する設
計とする。

72

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，共通要因によって使用済燃
料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯と同時にその機能
が損なわれるおそれがないよう，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備
のみで使用可能とすることで，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転
保安灯及び直流非常灯に対して独立性を有する設計とする。

73

　中央制御室代替照明設備は，共通要因によって中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非
常灯と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアップを含めて必要
な数量を中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯を設置する建屋から100m以上の離隔
距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，制御建屋内にも保管することで，必要数
及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設計とする。制御
建屋内に保管する場合は運転保安灯及び直流非常灯が設置される場所と異なる場所に保管する
ことで位置的分散を図る設計とする。

74

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，共通要因によって使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋内の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯
及び直流非常灯と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアップを
含めて必要な数量を使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の
制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯を設置する建屋から100m以上の離隔距離を確保し
た外部保管エリアに保管するとともに，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋にも保管することで，必
要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設計とする。
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に保管する場合は運転保安灯及び直流非常灯が設置される場所
と異なる場所に保管することで位置的分散を図る設計とする。

102

　中央制御室環境測定設備は，制御建屋から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに
保管するとともに，対処を行う建屋内にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップ
を複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設計とする。

103

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，使用済燃料受入
れ・貯蔵建屋にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保
管し，位置的分散を図る設計とする。

122

　中央制御室放射線計測設備は，制御建屋から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリア
に保管するとともに，対処を行う建屋内にも保管することで，必要数及び故障時のバックアッ
プを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設計とする。

123

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，使用済燃料受入
れ・貯蔵建屋にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保
管し，位置的分散を図る設計とする。

Ⅵ-1-1-4　安全機能
を有する施設，安全
上重要な施設及び重
大事故等対処設備が
使用される条件化に
おける健全性に関す
る説明書

3.　健全性の確保の
ための設計方針
3.1　多様性，位置
的分散等
3.1.3　重大事故等
対処設備

【重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等】
重大事故等対処設備の多様性，位置的分散等に係る設計方針について説明する。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等から給電を受ける
制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備に対し，代替
電源設備の可搬型発電機から電力の給電を受けることで多様性を有する設計とする。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備に対し，
異なる換気経路とすることで，独立性を有する設計とする。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，故障時バックアップを含めて必要な数量を制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の
他に各々から100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管することで位置的分散を
図る。
・代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
は，複数の敷設ルートで対処できるよう必要数を必要な敷設ルートに確保することで位置的
分散を図る。
・中央制御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備は，設計基
準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等から給電を受ける常設の運転
保安灯及び直流非常灯に対し，内蔵する蓄電池から電力を供給することで多様性を有する設
計とする。
・中央制御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備は，中央制
御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備のみで使用可能とす
ることで独立性を有する。
・中央制御室代替照明設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室代替照明設備は，故障時
バックアップを含めて必要な数量を制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の他に各々か
ら100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管することで位置的分散を図る。
・中央制御室環境測定設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室環境測定設備は，故障時
バックアップを含めて必要な数量を制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の他に各々か
ら100m以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管することで位置的分散を図る。
・中央制御室放射線計測設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室放射線計測設備は，制
御建屋内に必要数及び故障時バックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る
設計とする。

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

42
　制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機は，回転体が飛散することを防ぐことで他
の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

43
　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機は，回転体が飛散することを防
ぐことで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

44
　代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，回転体が飛散することを防ぐ
ことで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

45
　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，回転体が飛散する
ことを防ぐことで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

46
　代替制御建屋中央制御室換気設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことにより，
他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

47
　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，他の設備から独立して単独で使用可能
なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

92
　中央制御室遮蔽は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等
対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

93
　制御室遮蔽は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処
設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

32
　制御建屋中央制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に設置
し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

33

　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる使
用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損
なわない設計とする。

34

　制御建屋中央制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，放射性物質を含む腐食性の液体
(溶液，有機溶媒等)を内包する配管が近傍にない制御建屋の室に敷設することにより，漏えい
した放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)により重大事故等への対処に必要な機
能を損なわない設計とする。

35

　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，放射性物質を含
む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)を内包する配管が近傍にない使用済燃料受入れ・貯蔵建屋
の室に敷設することにより，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)に
より重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

52
　代替制御建屋中央制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保
管し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

53

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止でき
る使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能
を損なわない設計とする。

54

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替制御建屋中央制御室換気設備は，「第1
章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすること
で，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

55

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気
設備は，「第1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設
計とすることで，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

56

　代替制御建屋中央制御室換気設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生
飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損な
わない設計とする。

57

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，使用
済燃料受入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，重大
事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

58

　代替制御建屋中央制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含
む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等
への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

Ⅵ-1-1-4　安全機能
を有する施設，安全
上重要な施設及び重
大事故等対処設備が
使用される条件化に
おける健全性に関す
る説明書
3.　健全性の確保の
ための設計方針
3.2　悪影響防止
3.2.3　重大事故等
対処設備

【重大事故等対処設備の悪影響防止】
重大事故等対処設備が他の設備に悪影響を及ぼさない設計に係る設計方針について説明す
る。
・中央制御室送風機，制御室送風機，代替中央制御室送風機及び代替制御室送風機は，回転
体が飛散することを防ぐことで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。
・中央制御室遮蔽及び制御室遮蔽は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統
構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を読簿さない設計
とする。

※補足すべき事項の対象なし。

Ⅵ-1-1-4　安全機能
を有する施設，安全
上重要な施設及び重
大事故等対処設備が
使用される条件化に
おける健全性に関す
る説明書
3.　健全性の確保の
ための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等
対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の設計の前提条件となる環境条件等についての説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

59

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした
放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することによ
り，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

77
　中央制御室代替照明設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風
(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

78

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，外部からの衝撃による損傷
を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

79

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室代替照明設備は，「第1章 共通事
項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事
故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

80

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御
室代替照明設備は，「第1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」
に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

81

　中央制御室代替照明設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生飛散物の
影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

82

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，内部発生飛散物の影響を考
慮し，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することに
より，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

83

　中央制御室代替照明設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性
の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等への対処
に必要な機能を損なわない設計とする。

84

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，配管の全周破断に対して，
漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管す
ることにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

94

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室遮蔽は，「第1章 共通事項」の
「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，その機能を損
なわない設計とする。

95

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる制御室遮蔽は，「第1章 共通事項」の「3.
自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，その機能を損なわな
い設計とする。

106
　中央制御室環境測定設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風
(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

107

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，外部からの衝撃による損傷
を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

108

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室環境測定設備は，「第1章 共通事
項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事
故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

109

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御
室環境測定設備は，「第1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」
に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

110

　中央制御室環境測定設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生飛散物の
影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設
計とする。

111

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，内部発生飛散物の影響を考
慮し，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することに
より，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

112

　中央制御室環境測定設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性
の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等への対処
に必要な機能を損なわない設計とする。

※補足すべき事項の対象なし。【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の設計の前提条件となる環境条件等についての説明する。

Ⅵ-1-1-4　安全機能
を有する施設，安全
上重要な施設及び重
大事故等対処設備が
使用される条件化に
おける健全性に関す
る説明書
3.　健全性の確保の
ための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等
対処設備
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補足すべき事項基本設計方針 添付書類

113

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，配管の全周破断に対して，
漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管す
ることにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

128
　中央制御室放射線計測設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，
風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

129

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，外部からの衝撃による損
傷を防止できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処
に必要な機能を損なわない設計とする。

130

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室放射線計測設備は，「第1章 共通
事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大
事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

131

　地震を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御
室放射線計測設備は，「第1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防
止」に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

132

　中央制御室放射線計測設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生飛散物
の影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない
設計とする。

133

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，内部発生飛散物の影響を
考慮し，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管すること
により，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

134

　中央制御室放射線計測設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食
性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等への対
処に必要な機能を損なわない設計とする。

135

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，配管の全周破断に対し
て，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保
管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

Ⅵ-1-1-4　安全機能
を有する施設，安全
上重要な施設及び重
大事故等対処設備が
使用される条件化に
おける健全性に関す
る説明書
3.　健全性の確保の
ための設計方針
3.3　環境条件等
3.3.2　重大事故等
対処設備

【重大事故等対処設備の環境条件等】
重大事故等対処設備の設計の前提条件となる環境条件等についての説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

60
　制御建屋中央制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認
するため，外観点検，性能確認，分解点検が可能な設計とする。

61

　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処に必
要な機能を確認するため，外観点検，性能確認，分解点検が可能な設計とする。また，当該機
能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする

62

　代替制御建屋中央制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を
確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するた
め，保修等が可能な設計とする。

63

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処
に必要な機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健
全に維持するため，保修等が可能な設計とする。

85

　中央制御室代替照明設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認する
ため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修
等が可能な設計とする。

86

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，通常時において，重大事故
等への対処に必要な機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当
該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。

96
　中央制御室遮蔽は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するため，外
観点検が可能な設計とする。

97
　制御室遮蔽は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するため，外観点
検が可能な設計とする。

114

　中央制御室環境測定設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認する
ため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修
等が可能な設計とする。

115 　中央制御室環境測定設備は，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。

116
　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，通常時において，重大事故
等への対処に必要な機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。

117
　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，当該機能を健全に維持する
ため，保修等が可能な設計とする。

136

　中央制御室放射線計測設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認す
るため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保
修等が可能な設計とする。

137

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，通常時において，重大事
故等への対処に必要な機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，
当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。

1

第2章　個別項目
4. 計測制御系統施設
4.2 重大事故等対処設備
4.2.5 制御室
　重大事故等が発生した場合（有毒ガスが発生した場合を含む。）において，制御室にとどま
り必要な操作，監視及び措置を行う実施組織要員がとどまるために必要な居住性を確保するた
めの重大事故等対処施設を設置する設計とする。

2
　制御室にとどまるために必要な居住性を確保するための設備は，制御室換気設備，制御室照
明設備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室放射線計測設備で構成する。

3
　なお，制御室に必要な重大事故等対処設備は，計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明
設備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室放射線計測設備で構成する。

4
　計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及
び制御室放射線計測設備は，設計基準事故及び重大事故等を考慮した設計とする。

Ⅵ-1-1-4　安全機能
を有する施設，安全
上重要な施設及び重
大事故等対処設備が
使用される条件化に
おける健全性に関す
る説明書
3.　健全性の確保の
ための設計方針
3.4　操作性及び試
験・検査性
3.4.2　重大事故等
対処設備
（2）試験・検査性

【重大事故等対処設備の試験・検査性】
重大事故等対処設備の試験・検査性に係る設計方針について説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
2. 基本方針

【制御室の設備概要について】
制御室に必要な設備の構成等の概要について説明する。

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

13
　計測制御装置については「Ⅰ Ⅰ－1 第2章 4.2.5.1 計装制御装置」に示す。

－
【計測制御装置の概要について】
計測制御装置の詳細については，第四十七条（計装設備）にて整理する。

※補足すべき事項の対象なし。

14

4.2.5.2 制御室換気設備
　重大事故等が発生した場合において，制御室換気設備は，制御室にとどまるために十分な換
気風量を確保できる設計とする。

15

　制御室換気設備は，代替制御建屋中央制御室換気設備，制御建屋中央制御室換気設備，代替
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備
で構成する。

16
　代替制御建屋中央制御室換気設備は，代替中央制御室送風機及び制御建屋の可搬型ダクトで
構成する。

17
　制御建屋中央制御室換気設備は，中央制御室送風機及び制御建屋の換気ダクトで構成する。

18
　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，代替制御室送風機並びに使用済燃料の
受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダクトで構成する。

19
　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，制御室送風機並びに使用済燃料の受入れ施
設及び貯蔵施設の換気ダクトで構成する。

20

　制御室換気設備は，制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換
気設備を常設重大事故等対処設備として位置付けるとともに，代替制御建屋中央制御室換気設
備及び代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備を可搬型重大事故等対処設備として設
ける設計とする。

21

　代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，重大事故等発生時において，
制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，
室内環境が悪化して二酸化炭素濃度等の許容限界に達する前に制御建屋内に設置し，中央制御
室内の換気が可能な設計とする。

22

　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，重大事故等発生時
において，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機の機能喪失後，外気の
遮断が長期にわたり，室内環境が悪化して二酸化炭素濃度等の許容限界に達する前に使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋内に設置し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内の換気が可
能な設計とする。

23

　制御建屋中央制御室換気設備は，重大事故等の発生の起因となる安全機能の喪失の要因に応
じて対処に有効な設備を使用することとし，内的事象による安全機能の喪失を要因とした全交
流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には，設計基準対象の施設の一部を兼用し，
同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用する設計とする。

24

　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，重大事故等の発生の起因となる安全機能の
喪失の要因に応じて対処に有効な設備を使用することとし，内的事象による安全機能の喪失を
要因とした全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には，設計基準対象の施設の
一部を兼用し，同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用する設計とする。

25

　制御室換気設備は，電気設備の一部である非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線，制御建屋
の6.9kV非常用母線，制御建屋の460V非常用母線，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の6.9kV非常用
母線，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の460V非常用母線及び代替電源設備の制御建屋可搬型発電
機又は使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機により電力を供給する設計とする。

26

　内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気
設備は，自然現象，人為事象，溢水，化学薬品漏えい，火災及び内部発生飛散物に対して，代
替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備による機能の確保により重大事故等への対処に
必要な機能を損なわない設計とする。

27
　また，必要に応じて関連する工程を停止する等の手順を保安規定に定めて，管理する。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
3. 制御室の機能に
係る詳細設計
3.3 居住性の確保
3.3.1　制御室換気
設備

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3.制御室の居住性を
確保するための防護
措置
3.1　制御室換気設
備
3.6　代替電源

【制御室換気設備の概要について】
制御室に設ける制御室換気設備の設備構成等の概要を説明する。

【制御室換気設備の給電設計について】
外部電源が喪失した場合における制御室換気設備の給電方法について記載する。

【代替電源の概要について】
外部電源が喪失した場合において使用する代替電源設備の概要について記載する。

※補足すべき事項の対象なし。
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

28

　制御建屋中央制御室換気設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成
で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす
る。

29

　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，安全機能を有する施設として使用する場合
と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさ
ない設計とする。

90

　中央制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替制御建屋中央制御室換気設備
若しくは制御建屋中央制御室換気設備の機能とあいまって中央制御室にとどまる実施組織要員
及びMOX燃料加工施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

91

　制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御
室換気設備若しくは使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の機能とあいまって使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋制御室にとどまる実施組織要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

64

4.2.5.3 制御室照明設備
　重大事故等が発生した場合において，制御室照明設備は，制御室にとどまるために必要な照
明を確保できる設計とする。

65
　制御室照明設備は，中央制御室代替照明設備並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の
制御室代替照明設備で構成する。

66
　中央制御室代替照明設備は，可搬型代替照明を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計
とする。

67
　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，可搬型代替照明を可搬型重
大事故等対処設備として設ける設計とする。

68
　なお，可搬型代替照明の設置までの間，実施組織要員が操作，作業及び監視を適切に実施で
きるよう，可搬型照明を配備することを保安規定に定めて，管理する。

75

　中央制御室代替照明設備の可搬型代替照明は，想定される重大事故等時に実施組織要員が中
央制御室で操作可能な照明を確保するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数
は，必要数として76台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを86
台の合計162台以上を確保する設計とする。

76

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備の可搬型代替照明は，想定され
る重大事故等時に実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室で操作可能な
照明を確保するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として17
台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを19台の合計36台以上確
保する設計とする。

87

4.2.5.4 制御室遮蔽設備
　重大事故等が発生した場合において，制御室遮蔽設備は，制御室にとどまる実施組織要員が
過度の被ばくをうけないよう，十分な壁厚さを有する設計とする。

88
　制御室遮蔽設備は，中央制御室の中央制御室遮蔽並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施
設の制御室の制御室遮蔽で構成する。

89
　制御室遮蔽設備は，常設重大事故等対処設備として位置付け，中央制御室遮蔽及び制御室遮
蔽で構成する。

90

　中央制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替制御建屋中央制御室換気設備
若しくは制御建屋中央制御室換気設備の機能とあいまって中央制御室にとどまる実施組織要員
及びMOX燃料加工施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

91

　制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御
室換気設備若しくは使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の機能とあいまって使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋制御室にとどまる実施組織要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

【制御室遮蔽設備の概要について】
制御室に設ける制御室遮蔽設備の設備構成等の概要を説明する。

【制御室遮蔽設備の概要について】
居住性確保に用いる制御室遮蔽設備の概要を説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
3. 制御室の機能に
係る詳細設計
3.3 居住性の確保
3.3.2　制御室照明
設備

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3.2　制御室照明設
備

【制御室照明設備の概要について】
制御室に設ける制御室照明設備の設備構成等の概要を説明する。

【制御室照明設備の概要について】
地震等の影響により，常設の照明が使用できなくなった場合に設置する可搬型代替照明の概
要を記載する。

＜制御室照明設備の運用等について＞
常設の制御室照明（運転保安灯及び直流非常灯）が使用できなく
なった場合に設置する可搬型代替照明に係る運用やより詳細な仕
様等について補足説明する。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
3. 制御室の機能に
係る詳細設計
3.3 居住性の確保
3.3.3 制御室遮蔽設
備

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3.3 制御室遮蔽設備

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
3. 制御室の機能に
係る詳細設計
3.3 居住性の確保
3.3.1　制御室換気
設備

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3.制御室の居住性を
確保するための防護
措置
3.1　制御室換気設
備
3.6　代替電源

【制御室換気設備の概要について】
制御室に設ける制御室換気設備の設備構成等の概要を説明する。

【制御室換気設備の給電設計について】
外部電源が喪失した場合における制御室換気設備の給電方法について記載する。

【代替電源の概要について】
外部電源が喪失した場合において使用する代替電源設備の概要について記載する。

※補足すべき事項の対象なし。
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98

4.2.5.5 制御室環境測定設備
　重大事故等が発生した場合において，制御室環境測定設備は，制御室内の酸素濃度，二酸化
炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握できる設計とする。

99
　制御室環境測定設備は，中央制御室環境測定設備及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
の制御室環境測定設備で構成する。

100
　中央制御室環境測定設備は，可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸
化物濃度計を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計とする。

101

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，可搬型酸素濃度計，可搬型
二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計
とする。

104

　中央制御室環境測定設備の可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化
物濃度計は，中央制御室の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない
範囲内にあることを測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要
数として各１個を１セットとして，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバック
アップを２セットの合計３セット以上を確保する設計とする。

105

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備の可搬型酸素濃度計，可搬型二
酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御
室の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲内にあることを測
定するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として各１個を１
セットとして，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを２セットの
合計３セット以上を確保する設計とする。

118

4.2.5.6 制御室放射線計測設備
　重大事故等が発生した場合において，制御室放射線計測設備は，制御室内の線量当量率及び
空気中の放射性物質濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握できる設計とする。

119
　制御室放射線計測設備は，中央制御室放射線計測設備並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設の制御室放射線計測設備で構成する。

120

　中央制御室放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメータ(SA)，アルファ・ベータ線用サー
ベイメータ(SA)及び可搬型ダストサンプラ(SA)を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計
とする。

121

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメー
タ(SA)，アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)及び可搬型ダストサンプラ(SA)を可搬型重
大事故等対処設備として設ける設計とする。

124

　中央制御室放射線計測設備のガンマ線用サーベイメータ(SA)及びアルファ・ベータ線用サー
ベイメータ(SA)は，中央制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあることを測定するた
めに必要な台数を有するとともに，保有数は必要数及び予備としての故障時のバックアップを
あわせ十分な台数を確保する設計とする。

125

中央制御室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ(SA)は，中央制御室の実効線量が活動に支
障がない範囲内にあることを測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数
は，必要数として1台，予備として故障時のバックアップを1台の合計2台以上を確保する設計
とする。

126

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備のガンマ線用サーベイメータ
(SA)及びアルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
の制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあることを測定するために必要な台数を有す
るとともに，保有数は必要数及び予備としての故障時のバックアップをあわせ十分な台数を確
保する設計とする。

127

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ(SA)
は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあ
ることを測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として1
台，予備として故障時のバックアップを1台の合計2台以上を確保する設計とする。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
3. 制御室の機能に
係る詳細設計
3.3 居住性の確保
3.3.5 制御室放射線
計測設備

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3.5 制御室放射線計
測設備

【制御室放射線計測設備の概要について】
制御室に設ける制御室放射線計測設備の設備構成等の概要を説明する。

【制御室放射線計測設備の概要について】
居住性確保に用いる制御室放射線計測設備の概要を説明する。

※補足すべき事項の対象なし。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
3. 制御室の機能に
係る詳細設計
3.3 居住性の確保
3.3.4 制御室環境測
定設備

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3.4 制御室環境測定
設備

【制御室環境測定設備の概要について】
制御室に設ける制御室環境測定設備の設備構成等の概要を説明する。

【制御室環境測定設備の概要について】
居住性確保に用いる制御室環境測定設備の概要を説明する。

＜制御室環境測定設備の設備概要について＞
制御室の居住性確保のため、環境測定を行う制御室環境測定設備
の設備概要について補足説明する。
・酸素濃度計／二酸化炭素濃度計／窒素酸化物濃度計に係る検知
原理、検知範囲、表示精度、電源等
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8

　制御室は， 重大事故等への対処が開始されている状態で，漏えい又は異臭等の異常を確認
した者（立会人，公的機関から情報を入手した者等）が，中央制御室の実施組織要員（実施責
任者）に連絡することにより，中央制御室の実施組織要員が有毒ガスの発生を認知できるよ
う，通信連絡設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。また，換気設備の隔離，防護具
の着用等の対策により，有毒ガスから制御室の実施組織要員を防護できる設計とする。なお，
連絡を受けた中央制御室の実施組織要員（実施責任者）は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵
施設の制御室の実施組織要員及び緊急時対策所の重大事故等の対処に必要な指示を行う要員
（非常時対策組織本部の本部長）に対して有毒ガスの発生を連絡することを保安規定に定め
て，管理する。

9
　これらの対策により，有毒ガスによる影響を考慮した場合でも，制御室に実施組織要員がと
どまることができる設計とする。

10

　重大事故等が発生し，中央制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下におい
て，実施組織要員が中央制御室の外側から中央制御室に放射性物質による汚染を持ち込むこと
を防止するため，出入管理建屋から中央制御室に連絡する通路上又は制御建屋の外から中央制
御室に連絡する通路上に作業服の着替え，防護具の着装及び脱装，身体汚染検査並びに除染作
業ができる区画(以下「出入管理区画」という。)を設けることを保安規定に定めて，管理す
る。

11

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の外側が放射性物質により汚染したような状
況下において，実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の外側から使用
済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に放射性物質による汚染を持ち込むことを防止する
ため，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の外から使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に
連絡する通路上に出入管理区画を設けることを保安規定に定めて，管理する。

12

　出入管理区画用資機材は，出入管理区画を設置する場所の近傍に予備品を含め必要数以上を
設けることを保安規定に定めて，管理する。

5

　重大事故等が発生した場合において，実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を考慮
しなくとも，制御室にとどまる実施組織要員及びMOX燃料加工施設から中央制御室に移動する
要員の実効線量が7日間で100mSvを超えず，当該重大事故等に対処するために適切な措置が講
じられるよう，実施組織要員が制御室にとどまるために必要な居住性を確保するための重大事
故等対処施設を設ける設計とする。

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3. 制御室の居住性
を確保するための防
護措置

【制御室の居住性を確保するための防護措置】
制御室の居住性を確保するための防護措置の方針について記載する。

※補足すべき事項の対象なし。

6

　中央制御室は，各重大事故の有効性評価の対象としている事象のうち，最も厳しい結果を与
える全交流動力電源の喪失を要因とする「冷却機能の喪失による蒸発乾固」と「放射線分解に
より発生する水素による爆発」の重畳において，実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体
制を考慮せず，制御室換気設備の代替制御建屋中央制御室換気設備による外気取入れにて換気
を実施している状況下において評価し，中央制御室にとどまり必要な操作及び措置を行う実施
組織要員及びMOX燃料加工施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が，7日間で100mSvを
超えない設計とする。

7

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，各重大事故の有効性評価の対象としてい
る事象のうち，最も厳しい結果を与える臨界事故時において，実施組織要員のマスクの着用及
び交代要員体制を考慮せず，制御室換気設備の代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設
備による外気取入れにて換気を実施している状況下において評価し，使用済燃料の受入れ施設
及び貯蔵施設の制御室にとどまり必要な操作及び措置を行う実施組織要員の実効線量が，7日
間で100mSvを超えない設計とする。

90

　中央制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替制御建屋中央制御室換気設備
若しくは制御建屋中央制御室換気設備の機能とあいまって中央制御室にとどまる実施組織要員
及びMOX燃料加工施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

91

　制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御
室換気設備若しくは使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の機能とあいまって使用済燃
料受入れ・貯蔵建屋制御室にとどまる実施組織要員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設
計とする。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書
3. 制御室の機能に
係る詳細設計
3.3 居住性の確保
3.3.6 出入管理区画

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
3.7 資機材等

【出入管理区画の設定について】
制御室へ放射性物質による汚染の持ち込みを防止するため，制御室への連絡通路上に設ける
出入管理区画の設計方針概要を説明する。

【資機材等について】
居住性確保のために使用する資機材や出入管理区画の概要について記載する。

※補足すべき事項の対象なし。

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
4.　制御室の居住性
評価
4.1　線量評価

【制御室の居住性評価】
制御室にとどまる実施組織要員の居住性評価として，線量評価結果及び評価条件等について
記載する。

＜居住性評価の条件・適合性＞
・線量評価の前提となる評価条件の選定理由について補足説明す
る。
・線量評価を行う際の事象選定について補足説明する。
・線量評価に用いる大気拡散の評価について補足説明する。
・線量評価の手法について、参照した原子炉制御室の居住性に係
る被ばく評価手法について（内規）との適合性について補足説明
する。
・制御室の居住性評価に係る被ばく評価における大気中への放出
放射能量の推移について補足説明する。
・制御室の居住性評価に影響するグランドシャイン評価モデルに
ついて補足説明する。
・制御室の線量影響評価に係るエアロゾルの乾性沈着速度につい
て補足説明する。
・線量評価に係る大気拡散評価に用いる実効放出継続時間の設定
の考え方について補足説明する。
・制御室の居住性評価について、実用発電用原子炉に係る重大事
故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関す
る審査ガイドとの適合性について補足説明する。

Ⅵ-1-3-1-1　制御室
の機能に関する説明
書

3. 制御室の機能に係る詳細設計
3.3 居住性の確保

【有毒ガスへの対処に関する基本方針】
有毒ガス発生を検知した際の連絡、対処に係る概要を説明する
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補足説明すべき項目の抽出
（第四十八条 制御室）

別紙５①

補足すべき事項基本設計方針 添付書類

30

　制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機は，想定される重大事故等時に実施組織要
員が中央制御室にとどまるために十分な換気風量を有する設計とするとともに，動的機器の単
一故障を考慮した予備を含めた数量を有する設計とする。

31

　使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機は，想定される重大事故等時に
実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にとどまるために十分な換気風
量を有する設計とするとともに，動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた数量を有する設
計とする。

48

　代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，想定される重大事故等時に実
施組織要員が中央制御室にとどまるために十分な換気風量を確保するために必要な台数を有す
る設計とする。

50
　代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，想定される重大事
故等時に実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にとどまるために十分
な換気風量を確保するために必要な台数を有する設計とする。

8

　制御室は， 重大事故等への対処が開始されている状態で，漏えい又は異臭等の異常を確認
した者（立会人，公的機関から情報を入手した者等）が，中央制御室の実施組織要員（実施責
任者）に連絡することにより，中央制御室の実施組織要員が有毒ガスの発生を認知できるよ
う，通信連絡設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。また，換気設備の隔離，防護具
の着用等の対策により，有毒ガスから制御室の実施組織要員を防護できる設計とする。なお，
連絡を受けた中央制御室の実施組織要員（実施責任者）は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵
施設の制御室の実施組織要員及び緊急時対策所の重大事故等の対処に必要な指示を行う要員
（非常時対策組織本部の本部長）に対して有毒ガスの発生を連絡することを保安規定に定め
て，管理する。

9
　これらの対策により，有毒ガスによる影響を考慮した場合でも，制御室に実施組織要員がと
どまることができる設計とする。

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
4.　制御室の居住性
評価
4.2　酸素濃度及び
二酸化炭素濃度

【制御室の環境評価】
制御室にとどまる実施組織要員に対する制御室の環境評価として，制御室内の酸素濃度及び
二酸化炭素濃度の評価結果について記載する。

※補足すべき事項の対象なし。

Ⅵ-1-3-2-1　制御室
の居住性に関する説
明書
4.　 制御室の居住
性に係る被ばく評価
4.3　有毒ガス影響
評価

【制御室の有毒ガス影響評価】
制御室にとどまる実施組織要員に対する有毒ガス影響評価として，有毒ガスの発生源となる
固定源及び可動源からの有毒ガスの影響評価結果及び評価条件等について記載する。

※第23条にて整理した補足すべき事項と同じ。
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十三条/第四十八条 制御室）

別紙５②

展開要否 理由

設計基準事故時の中央制御室の機能 － 標題のため展開不要

1　環境条件 － 標題のため展開不要

　1.1　現場操作が必要となる操作の抽出 － 既認可より変更ないため展開不要

　1.2　環境条件の抽出 〇

　1.3　環境条件下における操作の容易性 〇

2　誤操作防止対策 － 標題のため展開不要

　2.1　中央制御室の誤操作防止対策 － 既認可より変更ないため展開不要

　2.2　中央制御室以外の誤操作防止対策 － 既認可より変更ないため展開不要

　2.3　その他の誤操作防止対策 － 既認可より変更ないため展開不要

3　中央制御室から外の状況を把握する設備 － 標題のため展開不要

　3.1　中央制御室から外の状況を把握する設備の概要 〇

　3.2　津波・構内監視カメラについて 〇

　3.3　津波・監視カメラ映像サンプル 〇

　3.4　津波・監視カメラで把握可能な自然現象等 〇

　3.5　中央制御室にて把握可能なパラメータ － 既認可より変更ないため展開不要

4　酸素濃度計等 〇

　4.1　酸素濃度計及び二酸化炭素濃度系の設備概要 〇

　4.2　酸素濃度，二酸化炭素濃度の管理 〇

1.　重大事故等時の中央制御室の機能について 〇

　1.1　重大事故等時の監視操作設備 〇

　　1.1.1　設計方針 〇

　　1.1.2　構成と機能分担 〇

　　1.1.3　設計上の考慮事項 〇

3. 制御室の機能に係る詳細
設計
3.3 居住性の確保
3.3.2　制御室照明設備

＜制御室照明設備の運用等につい
て＞

【制機１】 常設の制御室照明（運転保安灯及び直流非常灯）が使用できなく
なった場合に設置する可搬型代替照明に係る運用やより詳細な仕
様等について補足説明する。 　　1.1.4　その他の中央制御室設計について 〇

　1.2　誤操作の防止 － 既認可より変更ないため展開不要

　　1.2.1　誤操作防止に係る設計方針について － 既認可より変更ないため展開不要

　　1.2.2　表示機能について － 既認可より変更ないため展開不要

　　1.2.3　操作機能について － 既認可より変更ないため展開不要

　　1.2.4　警報機能について － 既認可より変更ないため展開不要

　　1.2.5　ソフトウェア故障の考慮について － 既認可より変更ないため展開不要

2.　重大事故等時の監視操作設備に係る設計上の考慮事項の補足について 〇

　2.1　各運転状態で期待する中央制御室の監視操作設備 〇

　　2.1.1　重大事故等時の監視操作設備の復旧 〇

　2.2　常時起動とする設計について 〇

　2.3　表示パラメータ及びＳＢＯ時に監視可能なパラメータ 〇

　2.4　設計基準事故対処設備との分離及び切替について 〇

　　2.4.1　中央監視操作盤に関する分離設計 〇

　2.5　重大事故等時の監視操作設備の設置場所について 〇

発電炉の補足説明資料の説明項目
補足-240-4　中央制御室
の機能に関する説明書に
係る補足説明資料

Ⅵ-1-3-1-1　制御室の機能
に関する説明書

制御室の居住性確保のため、環境測定を行う制御室環境測定設備
の設備概要について補足説明する。
・酸素濃度計／二酸化炭素濃度計／窒素酸化物濃度計に係る検知
原理、検知範囲、表示精度、電源等

＜制御室環境測定設備の設備概要
について＞

3. 制御室の機能に係る詳細
設計
3.3 居住性の確保
3.3.2　制御室照明設備

【制機２】

3. 制御室の機能に係る詳細
設計
3.2　計測制御装置

＜計測制御装置＞

【制機３】

制御室における環境条件及び環境条件を考慮した操作の容易性に
ついて補足する。

監視カメラの概要、映像及び把握可能な自然現象等について補足
する。

【制機４】＜再処理施設の外の状況を把握す
るための設備＞

3. 制御室の機能に係る詳細
設計
3.1　再処理施設の外の状況
を把握するための設備
3.1.1　監視カメラ

基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十三条/第四十八条 制御室）

別紙５②

展開要否 理由
【制居1】 居住性評価に用いた気象資料の代表性について補足説明する。 6. 居住性評価に用いた気象資料の代表性について 〇
【制居2】 線量評価に用いる大気拡散の評価について補足説明する。

7. 線量評価に用いる大気拡散の評価について 〇

【制居3】 中央制御室の空気流入率測定試験結果について補足説明する。 8. 空気流入率測定試験結果について 〇
【制居4】 線量評価の前提となる評価条件の選定理由について補足説明す

る。
11. 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価条件 〇

【制居5】 制御室の居住性評価に係る被ばく評価における大気中への放出放
射能量の推移について補足説明する。

12. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価における大気中への放出
放射能量の推移について

〇

【制居6】 中央制御室フィルタユニット及び制御室フィルタユニット内放射
性物質からの被ばくについて補足説明する。

22. 中央制御室換気系フィルタ内放射性物質からの被ばくについて 〇

【制居7】 制御室の居住性評価に影響するグランドシャイン評価モデルにつ
いて補足説明する。

25. グランドシャイン評価モデルについて 〇

【制居8】 制御室の線量影響評価に係るエアロゾルの乾性沈着速度について
補足説明する。

26. エアロゾルの乾性沈着速度について 〇

【制居9】 線量評価に係る大気拡散評価に用いる実効放出継続時間の設定の
考え方について補足説明する。

29. 実効放出継続時間の設定について 〇

【制居10】 重大事故時，制御室にとどまる要員のために確保する資機材を含
む飲食料等について補足説明する。 32. 中央制御室に保管する飲食料等について 〇

【制居11】 実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の
居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイドとの適合性について
補足説明する。

34. 審査ガイドへの適合状況 〇

1. 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価条件表 －
既認可より変更ないため展開しな
い。

2. 事象選定の考え方について － 説明書本文内で展開するため。

3. 中央制御室の居住性評価（設計基準事故時）に係る被ばく評価（原子炉冷却材喪失）におけ
る原子炉格納容器漏えい率について

－ 発電炉特有事項

4. 中央制御室の居住性評価（設計基準事故時）に係る被ばく評価（原子炉冷却材喪失）におけ
る再循環運転の考慮について

－ 同上

5. 中央制御室の居住性評価（設計基準事故時）に係る被ばく評価（主蒸気管破断）における燃
料棒からの追加放出量について

－ 同上

9. 中央制御室の居住性評価（設計基準事故時）の直交替の考慮について －
再処理施設の居住性評価では交代要
員を考慮しないため。

10. 内規との適合性について －
再処理施設の居住性評価は審査ガイ
ドの主旨に基づいて実施したため。

13. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価における原子炉格納容器
漏えい率について

－ 発電炉特有事項

14. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価における原子炉格納容器
内での除去効果について

－ 同上

15. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価における原子炉格納容器
内における無機よう素の自然沈着効果について

－ 同上

16. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価におけるサプレッショ
ン・プールでのスクラビングによる除去効果（無機よう素）について

－ 同上

17. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価における原子炉格納容器
外への核分裂生成物の放出割合の設定について

－ 同上

18. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価におけるよう素の化学形
態の設定について

－ 同上

19. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価におけるＮＵＲＥＧ-1465
を用いた評価とＭＡＡＰ解析での評価の比較について

－ 同上

20. 炉心の著しい損傷が発生した場合の居住性評価（被ばく評価）に用いる大気拡散の評価に
ついて

－ 同上

21. 中央制御室換気系フィルタユニットのフィルタ保持容量及び吸着容量について － 説明書別紙にて展開するため。

23. 全面マスクによる防護係数について －
再処理施設の居住性評価はマスクの
着用を考慮しないため。

24. 運転員の勤務体系について －
再処理施設の居住性評価は交代要員
を考慮しないため。

27. 地表面への沈着速度の設定について －
再処理施設の居住性評価において、
地表面への沈着速度は考慮しないた
め。

28. 有機よう素の乾性沈着速度について －
再処理施設の居住性評価において、
有機よう素の乾性沈着速度は考慮し
ないため。

30. 待避時間の設定根拠について －
再処理施設の居住性評価は、退避時
間を考慮しないため。

31. 遮蔽モデル上でのブローアウトパネルの扱いと影響評価 －
再処理施設において、ブローアウト
パネルを設けない設計であるため。

33. 重大事故等時の一次遮蔽の熱除去の評価について － 説明書本文内にて展開するため。

基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目 発電炉の補足説明資料の説明項目
4.　制御室の居住性評価
4.1　線量評価

＜居住性評価の条件・適合性＞Ⅵ-1-3-2-1　制御室の居住
性に関する説明書

補足-260-3　中央制御室
の居住性に関する説明書
に係る補足説明資料

「中央制御室に保管する飲食料等について」に係る補足説明について

⇒重大事故時，制御室にとどまることの要求事項に対して，基本設計方針では抽出されない資機

材を含む飲食料等については，発電炉の補足説明資料と同様に制御室にとどまる際に必要な物量

を説明する，
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十三条/第四十八条 制御室）

別紙５②

展開要否 理由
【制毒1】 有毒ガス影響評価のスクリーニング評価において、有毒ガス濃度

評価の対象とする固体あるいは揮発性が乏しい液体の取扱いの考
え方について補足説明する

【制毒2】 有毒ガス影響評価のスクリーニング評価において、有毒ガス濃度
評価の対象とする高圧ガス容器に保有する高圧ガスの取扱いの考
え方について補足説明する

【制毒3】 有毒ガス影響評価のスクリーニング評価において、有毒ガス濃度
評価の対象とする密閉空間でのみ人体影響を考慮すべきものの取
扱いの考え方について補足説明する

【制毒4】 有毒ガス濃度評価の対象とする敷地内の固定源の整理結果につい
て示す。

【制毒5】 有毒ガス濃度評価の対象とする反応により発生する有毒ガスの整
理結果について示す

【制毒6】 有毒ガス濃度評価の対象とする敷地内の可動源の整理結果につい
て示す

【制毒7】 有毒ガスの放出率評価に係る評価条件について補足説明する

【制毒8】 有毒ガス影響評価における大気拡散に関して放出点周辺の建屋影
響による拡散の影響について補足説明する

【制毒9】 再処理事業所内及びその周辺で有毒ガスが発生した場合における
制御室の防護を行うための実施体制及び実施手順について補足説
明する

4.　制御室の居住性評価
4.3　有毒ガス影響評価

＜有毒ガス影響評価の条件・適合
性＞

発電炉の補足説明資料の説明項目
Ⅵ-1-3-2-1　制御室の居住
性に関する説明書

補足-260-3　中央制御室
の居住性に関する説明書
に係る補足説明資料

基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目
発電炉の補⾜説明資料には、本条⽂に該当する内容の資料はない。
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十三条/第四十八条 制御室）

別紙５③

1Gr 第１Ｇｒ　記載概要 ２回 第２回　記載概要

設計基準事故時の中央制御室の機能 設計基準事故時の制御室の機能
1 環境条件 1 環境条件 － － △

1 .1
現場操作が必要となる操作の抽
出

1 .1
現場操作が必要となる操作の抽
出

－ － △

1 .2 環境条件の抽出 1 .2 環境条件の抽出 － － 〇

1 .3
環境条件下における操作の容易
性

1 .3
環境条件下における操作の容易
性

－ － 〇

2 誤操作防止対策 2 誤操作防止対策 － － △
2 .1 中央制御室の誤操作防止対策 2 .1 制御室の誤操作防止対策 － － △

2 .2
中央制御室以外の誤操作防止対
策

2 .2 制御室以外の誤操作防止対策 － － △

2 .3 その他の誤操作防止対策 2 .3 その他の誤操作防止対策 － － △

3
中央制御室から外の状況を把握
する設備

3
制御室から外の状況を把握する
設備

－ － 〇

3 .1
中央制御室から外の状況を把握
する設備の概要

3 .1
制御室から外の状況を把握する
設備の概要

－ － 〇

3 .2 津波・構内監視カメラについて 3 .2 監視カメラについて － － 〇

3 .3 津波・監視カメラ映像サンプル 3 .3 監視カメラ映像サンプル － － 〇

3 .4
津波・監視カメラで把握可能な
自然現象等

3 .4
監視カメラで把握可能な自然現
象等

－ － 〇

3 .5
中央制御室にて把握可能なパラ
メータ

3 .5
制御室にて把握可能なパラメー
タ

－ － △

4 酸素濃度計等

4 .1
酸素濃度計及び二酸化炭素濃度
計の設備概要

4 .2
酸素濃度，二酸化炭素濃度の管
理

重大事故時の中央制御室の機能 重大事故時の制御室の機能

1.
重大事故等時の中央制御室の機
能について

1.
重大事故等時の中央制御室の機
能について

－ － 〇

1 .1 重大事故等時の監視操作設備 1 .1 重大事故等時の監視操作設備 － － 〇
1 .1 .1 設計方針 1 .1 .1 設計方針 － － 〇
1 .1 .2 構成と機能分担 1 .1 .2 構成と機能分担 － － 〇
1 .1 .3 設計上の考慮事項 1 .1 .3 設計上の考慮事項 － － 〇
1 .1 .4 その他の中央制御室設計につい

て
常設の制御室照明（運転保安
灯及び直流非常灯）が使用で
きなくなった場合に設置する
可搬型代替照明に係る運用や
より詳細な仕様等について補
足説明する。

【制機１】 － － 〇

常設の制御室照明（運転保安灯及び直流非常灯）が使用で
きなくなった場合に設置する可搬型代替照明に係る運用や
より詳細な仕様等について補足説明する。

4. 酸素濃度計等
－ － 〇

4 .1 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度
系の設備概要 － － 〇

4 .2 酸素濃度，二酸化炭素濃度の管
理 － － 〇

－ － 〇

－ － 〇

－ － 〇

制御室の居住性確保のため、環境測定を行う制御室環境測
定設備の設備概要について補足説明する。
・濃度計の検知原理、検知範囲、表示精度、電源等

制御室の居住性確保のため、
環境測定を行う制御室環境測
定設備の設備概要について補
足説明する。
・濃度計の検知原理、検知範
囲、表示精度、電源等

【制機２】

制御室の居住性確保のため、
放射線計測を行う制御室放射
線計測設備の設備概要につい
て補足説明する。
・サーベイメータの検知原
理、検知範囲、表示精度、電
源等

【制機３】

制御室の居住性確保のため、放射線計測を行う制御室放射
線計測設備の設備概要について補足説明する。
・サーベイメータの検知原理、検知範囲、表示精度、電源
等

補足-240-4　中央制御室の機能に関する説明
書に係る補足説明資料

Ⅵ-1-3-1-1　制御室の機能に関する説明書

.11 .4 その他の中央制御室設計につい
て

記載概要
補足説明すべ

き事項
申請回次

東海第二発電所　補足説明資料 再処理施設　補足説明資料

（再処理施設において該当する設備はSA設備であるため、
重大事故時の制御室の機能の中で展開する。）

監視カメラの概要、映像及び
把握可能な自然現象等につい
て補足する。

制御室における環境条件及び
環境条件を考慮した操作の容
易性について補足する。

【制機４】

【制機３】
制御室における環境条件及び環境条件を考慮した操作の容
易性について補足する。

監視カメラの概要、映像及び把握可能な自然現象等につい
て補足する。
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補足説明すべき項目の抽出
（第二十三条/第四十八条 制御室）

別紙５③

1Gr 第１Ｇｒ　記載概要 ２回 第２回　記載概要
記載概要

補足説明すべ
き事項

申請回次
東海第二発電所　補足説明資料 再処理施設　補足説明資料

1 .2 誤操作の防止 1 .2 誤操作の防止 － － △

1 .2 .1
誤操作防止に係る設計方針につ
いて

1 .2 .1
誤操作防止に係る設計方針につ
いて

－ － △

1 .2 .2 表示機能について 1 .2 .2 表示機能について － － △
1 .2 .3 操作機能について 1 .2 .3 操作機能について － － △
1 .2 .4 警報機能について 1 .2 .4 警報機能について － － △

1 .2 .5
ソフトウェア故障の考慮につい
て

1 .2 .5
ソフトウェア故障の考慮につい
て

－ － △

2.
重大事故等時の監視操作設備に
係る設計上の考慮事項の補足に
ついて

2.
重大事故等時の監視操作設備に
係る設計上の考慮事項の補足に
ついて

－ － 〇

2 .1
各運転状態で期待する中央制御
室の監視操作設備

2 .1
各運転状態で期待する中央制御
室の監視操作設備

－ － 〇

2 .1 .1
重大事故等時の監視操作設備の
復旧

2 .1 .1
重大事故等時の監視操作設備の
復旧

－ － 〇

2 .2 常時起動とする設計について 2 .2 常時起動とする設計について － － 〇

2 .3
表示パラメータ及びＳＢＯ時に
監視可能なパラメータ

2 .3
表示パラメータ及びＳＢＯ時に
監視可能なパラメータ

－ － 〇

2 .4
設計基準事故対処設備との分離
及び切替について

2 .4
設計基準事故対処設備との分離
及び切替について

－ － 〇

2 .4 .1
中央監視操作盤に関する分離設
計

2 .4 .1
中央監視操作盤に関する分離設
計

－ － 〇

2 .5
重大事故等時の監視操作設備の
設置場所について

2 .5
重大事故等時の監視操作設備の
設置場所について

－ － 〇

凡例

・「申請回次」について

〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目

618



補足説明すべき項目の抽出
（第二十三条/第四十八条 制御室）

別紙５③

1Gr 第１Ｇｒ　記載概要 ２回 第２回　記載概要
記載概要

補足説明すべ
き事項

申請回次
東海第二発電所　補足説明資料 再処理施設　補足説明資料

2. 事象選定の考え方について 事象選定の考え方について
線量評価を行う際の事象選定
について補足説明する。

【制居1】 － － 〇 線量評価を行う際の事象選定について補足説明する。

6.
居住性評価に用いた気象資料の
代表性について

居住性評価に用いた気象資料の
代表性について

居住性評価に用いた気象資料
の代表制について補足説明す
る。

【制居2】 － － 〇
居住性評価に用いた気象資料の代表制について補足説明す
る。

7.
線量評価に用いる大気拡散の評
価について

線量評価に用いる大気拡散の評
価について

線量評価に用いる大気拡散の
評価について補足説明する。

【制居3】 － － 〇 線量評価に用いる大気拡散の評価について補足説明する。

10. 内規との適合性について 内規との適合性について

原子炉制御室の居住性に係る
被ばく評価手法について（内
規）との適合性について補足
説明する。

【制居4】 － － 〇
原子炉制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内
規）との適合性について補足説明する。

11.
中央制御室の居住性（炉心の著
しい損傷）に係る被ばく評価条
件

制御室の居住性に係る被ばく評
価条件

線量評価の前提となる評価条
件の選定理由について補足説
明する。

【制居5】 － － 〇
線量評価の前提となる評価条件の選定理由について補足説
明する。

12.

中央制御室の居住性評価（炉心
の著しい損傷）に係る被ばく評
価における大気中への放出放射
能量の推移について

制御室の居住性評価に係る被ば
く評価における大気中への放出
放射能量の推移について

制御室の居住性評価に係る被
ばく評価における大気中への
放出放射能量の推移について
補足説明する。

【制居6】 － － 〇
制御室の居住性評価に係る被ばく評価における大気中への
放出放射能量の推移について補足説明する。

21. 
中央制御室換気系フィルタユ
ニットのフィルタ保持容量及び
吸着容量について

中央制御室フィルタユニット及
び制御室フィルタユニットの
フィルタ保持容量について

中央制御室フィルタユニット
及び制御室フィルタユニット
の保持容量について補足説明
する。

【制居7】 － － 〇
中央制御室フィルタユニット及び制御室フィルタユニット
の保持容量について補足説明する。

22. 
中央制御室換気系フィルタ内放
射性物質からの被ばくについて

中央制御室フィルタユニット及
び制御室フィルタユニット内放
射性物質からの被ばくについて

中央制御室フィルタユニット
及び制御室フィルタユニット
内放射性物質からの被ばくに
ついて補足説明する。

【制居8】 － － 〇
中央制御室フィルタユニット及び制御室フィルタユニット
内放射性物質からの被ばくについて補足説明する。

25.
グランドシャイン評価モデルに
ついて

グランドシャイン評価モデルに
ついて

制御室の居住性評価に影響す
るグランドシャイン評価モデ
ルについて補足説明する。

【制居9】 － － 〇
制御室の居住性評価に影響するグランドシャイン評価モデ
ルについて補足説明する。

26.
エアロゾルの乾性沈着速度につ
いて

エアロゾルの乾性沈着速度につ
いて

制御室の線量影響評価に係る
エアロゾルの乾性沈着速度に
ついて補足説明する。

【制居10】 － － 〇
制御室の線量影響評価に係るエアロゾルの乾性沈着速度に
ついて補足説明する。

29.
実効放出継続時間の設定につい
て

実効放出継続時間の設定につい
て

線量評価に係る大気拡散評価
に用いる実効放出継続時間の
設定の考え方について補足説
明する。

【制居11】 － － 〇
線量評価に係る大気拡散評価に用いる実効放出継続時間の
設定の考え方について補足説明する。

34. 審査ガイドへの適合状況 審査ガイドへの適合状況

実用発電用原子炉に係る重大
事故時の制御室及び緊急時対
策所の居住性に係る被ばく評
価に関する審査ガイドとの適
合性について補足説明する。

【制居12】 － － 〇
実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対
策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイドとの適
合性について補足説明する。

32.
中央制御室に保管する飲食料等
について

中央制御室に保管する飲食料等
について

重大事故時，制御室にとどま
る要員のために確保する資機
材を含む飲食料等について補
足説明する。

－
(別紙5②の発
電炉との比較
結果による)

－ － 〇
重大事故時，制御室にとどまる要員のために確保する資機
材を含む飲食料等について補足説明する。

凡例

・「申請回次」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更が
－：当該申請回次で記載しない項目

補足-260-3　中央制御室の居住性に関する説
明書に係る補足説明資料

Ⅵ-1-3-2-1　制御室の居住性に関する説明書
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変更前記載事項の 
既設工認等との紐づけ 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 23 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

第 2章 個別項目 

4.計測制御系統施設 

4.3 制御室 

再処理施設には，運転時において，運転員その他の従事者が施設の運転又は工程等の管理を行い，事

故時において，適切な事故対策を構ずる場所として，制御建屋に中央制御室を設けるほか，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を設ける設計とする。また，制御室

は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を喪失しない設計とする。 

 

 制御建屋は，地上３階，地下２階の建物とする設計とする。 

 

 制御室には，再処理施設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視及び制御し，再処理施設

の安全性を確保するために必要な操作を手動により行うことができるよう，主要な警報装置及び計測制

御系統設備を備える設計とする。 

 

 分離施設，精製施設その他必要な施設には，再処理施設の健全性を確保するために計測制御系統施設

で監視が要求されるパラメータを連続的に監視するための設備及び再処理施設の安全性を確保するため

に必要な操作を手動により行うことができる設備を設ける設計とする。 

 また，必要な施設のパラメータを監視するための表示及び操作装置は，誤操作及び誤判断を防止で

き，操作が容易に行える設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 個別項目 

4.計測制御系統施設 

4.3 制御室 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す制御室の構成に係る記載であり、既設工
認時より系統構成に変更がないため、変更前に記載。 

：既設工認に記載されている内容と同様 

：既設工認に記載されている内容と全く同じではないが、既設工認の 

記載を詳細展開した内容であり、設計上実施していたもの 

：その他既設工認に記載されていないが，従前より設計上考慮して 

 実施していたもの 

【凡例】 

制御①-2， 
②-2 

制御②-1 

既設工認 本文（第 1回,第 2回申請） 

既設工認 本文（第 1回申請） 

既設工認 本文（第 7回申請） 

既設工認 本文（第 3回,第 7回申請） 

制御④-1 

制御③-1， 
④-2 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す計測制御装置の設計に係る記載であり、
既設工認時より設備構成に変更がないため、変更前に記載。 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 23 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

a.再処理施設の外の状況を把握するための設備 

 再処理施設の外の状況を把握するための風向，風速その他の気象条件を測定する気象観測設備及び公

的機関から地震，津波，竜巻，落雷情報等の気象情報を入手できる電話，ファクシミリ，社内ネットワ

ークに接続されたパソコンを設置し，昼夜にわたり制御室において再処理施設に影響を及ぼす可能性の

ある自然現象等を把握できる設計とする。 

 

  

 

 

 

b.計測制御装置 

 中央制御室には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係，せん断処理施設関係，溶解施設関係，

分離施設関係，精製施設関係，脱硝施設関係，酸及び溶媒の回収施設関係，製品貯蔵施設関係，放射性

廃棄物の廃棄施設関係，その他再処理設備の附属施設関係，安全保護回路関係及び電気設備関係等の計

測制御装置を設けた安全系監視制御盤及び監視制御盤等で構成し，再処理施設の健全性を確保するため

に必要なパラメータを監視できるとともに，中央制御室において制御する工程の設備の運転状態におい

て，運転員に過度な負担とならないよう，安全系監視制御盤及び監視制御盤において監視，操作する対

象を定め，通常運転，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の対応に必要な操作器，指示計，記録

計及び警報装置を有する設計とする。 

 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係及び

電気設備関係等の計測制御装置を設けた安全系監視制御盤及び監視制御盤等で構成し，再処理施設の健

全性を確保するために必要なパラメータを監視できるとともに，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室において制御する工程の設備の運転状態において，運転員に過度な負担とならないよう，安全

系監視制御盤及び監視制御盤において監視，操作する対象を定め，通常運転，運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故の対応に必要な操作器，指示計，記録計及び警報装置を有する設計とする。 

 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤及び監視制御盤は，操作性，視認性及び人

間工学的観点の諸因子を考慮した盤の配置，操作器具の配置，計器の配置及び警報表示器具の配置を行

い，操作性及び視認性に留意するとともに，再処理施設の状態を正確，かつ，迅速に把握できる設計と

する。 

 

 

 

 

a.再処理施設の外の状況を把握するための設備 

再処理施設の外の状況を把握するための暗視機能を有し，制御室にて遠隔操作できる監視カメラ，風

向，風速その他の気象条件を測定する気象観測設備及び公的機関から地震，津波，竜巻，落雷情報等の

気象情報を入手できる電話，ファクシミリ，社内ネットワークに接続されたパソコンを設置し，昼夜に

わたり制御室において再処理施設に影響を及ぼす可能性のある自然現象等を把握できる設計とする。 

 

近隣工場等の火災については，地震を起因にして発生する可能性も考慮し，監視カメラは，基準地震

動Ｓｓに対して機能を損なわないよう耐震設計を有するとともに，非常用電源系統から給電できる設計

とする。 

 

b.計測制御装置 

中央制御室には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係，せん断処理施設関係，溶解施設関係，

分離施設関係，精製施設関係，脱硝施設関係，酸及び溶媒の回収施設関係，製品貯蔵施設関係，放射性

廃棄物の廃棄施設関係，その他再処理設備の附属施設関係，安全保護回路関係及び電気設備関係等の計

測制御装置を設けた安全系監視制御盤及び監視制御盤等で構成し，再処理施設の健全性を確保するため

に必要なパラメータを監視できるとともに，中央制御室において制御する工程の設備の運転状態におい

て，運転員に過度な負担とならないよう，安全系監視制御盤及び監視制御盤において監視，操作する対

象を定め，通常運転，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の対応に必要な操作器，指示計，記録

計及び警報装置を有する設計とする。 

 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係及び

電気設備関係等の計測制御装置を設けた安全系監視制御盤及び監視制御盤等で構成し，再処理施設の健

全性を確保するために必要なパラメータを監視できるとともに，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室において制御する工程の設備の運転状態において，運転員に過度な負担とならないよう，安全

系監視制御盤及び監視制御盤において監視，操作する対象を定め，通常運転，運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故の対応に必要な操作器，指示計，記録計及び警報装置を有する設計とする。 

 

安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤及び監視制御盤は，操作性，視認性及び人

間工学的観点の諸因子を考慮した盤の配置，操作器具の配置，計器の配置及び警報表示器具の配置を行

い，操作性及び視認性に留意するとともに，再処理施設の状態を正確，かつ，迅速に把握できる設計と

する。 

 

 

 

 

既設工認 本文（第 8回申請） 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す再処理施設の外の状況を把握するための
設備に係る記載であり、既設工認時より系統構成に変更がないため、変更前に記載。 

制御⑤-1 

制御④-1 

制御③-1 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す制御室の計測制御装置の操作性、視認性
等を考慮した設計に係る記載であり、既設工認時より設備構成に変更がないため、変更前に
記載。 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 23 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤は，多重化を行い分離配置するとともに，

系統ごとにグループ化して集約した操作器具を盤面上に配置し，操作性及び視認性に留意した設計とす

る。 

 

 安全機能を有する施設のうち，中央制御室の監視制御盤は，施設ごとにエリアを分けて配置する設計

とする。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の監視制御盤は，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室に配置する。 

 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，監視操作を行う画面を系統ごとにグループ化

して集約し，操作性及び視認性に留意した設計とする。 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤の操作器具は，誤接触による誤動作を防止

するため，誤操作防止カバーを設置し，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤の操作器具は，形状による区別を行うとと

もに，必要により鍵付スイッチを採用することにより，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤の画面上の操作スイッチは，タッチオペレーショ

ン式によるダブルアクション操作及び，通常時操作と機器単体保守時の操作を制限する施錠機能によ

り，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，警報の重要度ごとに色分けによる識別表示を

することにより，正確，かつ，迅速に状況を把握できるよう留意した設計とする。 

 

 

 安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，運転員の監視及び操作を支援するための装置

及び制御室において制御する工程の設備の運転状態の把握を支援する装置としてＣＲＴ等を有する設計

とする。 

 

 制御室は，再処理施設の安全性を確保するための操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性

をもって同時にもたらされる環境条件及び再処理施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境

条件（地震，内部火災，溢水，化学薬品の漏えい，外部電源喪失，ばい煙及び有毒ガス，降下火砕物に

よる操作雰囲気の悪化並びに凍結）を想定しても，適切な措置を講ずることにより運転員その他の従事

者が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するための設備を容易に操作ができる設計とす

る。 

 

 

 

安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤は，多重化を行い分離配置するとともに，

系統ごとにグループ化して集約した操作器具を盤面上に配置し，操作性及び視認性に留意した設計とす

る。 

 

安全機能を有する施設のうち，中央制御室の監視制御盤は，施設ごとにエリアを分けて配置する設計

とする。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の監視制御盤は，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室に配置する。 

 

安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，監視操作を行う画面を系統ごとにグループ化

して集約し，操作性及び視認性に留意した設計とする。 

安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤の操作器具は，誤接触による誤動作を防止

するため，誤操作防止カバーを設置し，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。 

安全機能を有する施設のうち，制御室の安全系監視制御盤の操作器具は，形状による区別を行うとと

もに，必要により鍵付スイッチを採用することにより，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。 

安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤の画面上の操作スイッチは，タッチオペレーショ

ン式によるダブルアクション操作及び，通常時操作と機器単体保守時の操作を制限する施錠機能によ

り，誤りを生じにくいよう留意した設計とする。 

安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，警報の重要度ごとに色分けによる識別表示を

することにより，正確，かつ，迅速に状況を把握できるよう留意した設計とする。 

 

 

安全機能を有する施設のうち，制御室の監視制御盤は，運転員の監視及び操作を支援するための装置

及び制御室において制御する工程の設備の運転状態の把握を支援する装置としてＣＲＴ等を有する設計

とする。 

 

制御室は，再処理施設の安全性を確保するための操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性

をもって同時にもたらされる環境条件及び再処理施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境

条件（地震，内部火災，溢水，化学薬品の漏えい，外部電源喪失，ばい煙及び有毒ガス，降下火砕物に

よる操作雰囲気の悪化並びに凍結）を想定しても，適切な措置を講ずることにより運転員その他の従事

者が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するための設備を容易に操作ができる設計とす

る。 

 

 

 

 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す誤操作防止に係る記載であり、既設工認
時より設備設計に変更がないため、変更前に記載。 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す誤操作防止に係る記載であり、既設工認
時より設備設計に変更がないため、変更前に記載。 

既設工認 本文（第 3回,第 7回申請） 

制御③-1, 
④-1 

既設工認 本文（第 7回申請） 

制御④-3 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 23 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

c.居住性の確保 

制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が制御室に出入りするための区域は，運

転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生した場合に再処理施設の安全性を確保するための措置を

とれるよう，運転員その他の従事者が支障なく入ることができる設計とする。また，運転員その他の従

事者が，制御室に一定期間とどまり，必要な操作を行う際に過度の被ばくを受けないよう，適切な遮蔽

を設ける設計とする。 

さらに，制御室に運転員その他の従事者がとどまることができるよう，気体状の放射性物質及び火災

又は爆発により発生する有毒ガスに対する換気設備の隔離その他の適切に防護するための措置に必要な

設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c.居住性の確保 

制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が制御室に出入りするための区域は，運

転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生した場合に再処理施設の安全性を確保するための措置を

とれるよう，運転員その他の従事者が支障なく入ることができる設計とする。また，運転員その他の従

事者が，制御室に一定期間とどまり，必要な操作を行う際に過度の被ばくを受けないよう，適切な遮蔽

を設ける設計とする。 

さらに，制御室に運転員その他の従事者がとどまることができるよう，気体状の放射性物質，火災又

は爆発により発生する有毒ガス及び化学物質により発生する有毒ガスに対する換気設備の隔離その他の

適切に防護するための措置に必要な設備を設ける設計とする。 

制御室は，有毒ガスが及ぼす影響により，運転員の対処能力が著しく低下し，安全機能を有する施設

の安全機能が損なわれることがない設計とする。 

敷地内外の固定源に対しては，運転員の吸気中の有毒ガス濃度が，有毒ガス防護のための判断基準値

を下回ることを評価により確認した。 

したがって，有毒ガスの発生を検出するための装置や自動的に警報するための装置を設けない設計と

する。 

敷地内外の可動源に対しては，「7. 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」に示

した化学薬品の安全管理に係る手順に基づき，漏えい又は異臭等の異常を確認した者（立会人，公的機

関から情報を入手した者等）が中央制御室の運転員（統括当直長）に連絡することにより，中央制御室

の運転員が有毒ガスの発生を認知できるよう，通信連絡設備を設ける設計とする。 

また，換気設備の隔離，防護具の着用等の対策により，有毒ガスから制御室の運転員を防護できる設

計とする。 

なお，連絡を受けた中央制御室の運転員（統括当直長）は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室の運転員並びに緊急時対策所の設計基準事故及び重大事故等の対処に必要な指示を行う要員（非

常時対策組織本部の本部長）に対して有毒ガスの発生を連絡することを保安規定に定めて，管理する。 

 

4.3.2 制御室換気設備 

制御室換気設備は，給気系，排気系及び空調系で構成し，適切な換気及び空調を行う設計とするとと

もに，制御室換気設備は，気体状の放射性物質及び制御室外の火災又は爆発により発生する有毒ガスに

対して，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，運転員その他の従事者を適切に防護できる設計とす

る。 

制御室換気設備は，制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備で

構成する。 

 

4.3.2 制御室換気設備 

制御室換気設備は，給気系，排気系及び空調系で構成し，適切な換気及び空調を行う設計とするとと

もに，制御室換気設備は，気体状の放射性物質及び制御室外の火災又は爆発により発生する有毒ガス並

びに固定源及び可動源により発生する有毒ガスに対して，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，運転

員その他の従事者を適切に防護できる設計とする。 

制御室換気設備は，制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備で

構成する。 

 

 

 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す制御室照明設備の構成に係る記載であ
り、既設工認時より系統構成に変更がないため、変更前に記載。 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す誤操作防止に係る記載であり、既設工認
時より設備設計に変更がないため、変更前に記載。 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 23 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

a.制御建屋中央制御室換気設備 

制御建屋中央制御室換気設備は，制御建屋中央制御室給気系，制御建屋中央制御室排気系及び制御建

屋中央制御室空調系で構成する。 

制御建屋中央制御室給気系は，制御建屋の中央制御室へ外気を供給するため，中央制御室給気ユニッ

トで構成する。 

制御建屋中央制御室排気系は，制御建屋の中央制御室から排気するため，中央制御室排風機で構成す

る。 

制御建屋中央制御室空調系は，通常時及び設計基準事故時に制御建屋の中央制御室の雰囲気を所定の

条件に維持するため,中央制御室フィルタユニット，中央制御室空調ユニット及び中央制御室送風機で構

成する。 

 

制御建屋中央制御室空調系は，設計基準事故時に必要に応じて外気との連絡口を遮断し,制御建屋の中

央制御室内空気を中央制御室フィルタユニットを通し再循環して浄化運転することができるとともに，

必要に応じて外気を中央制御室フィルタユニットを通して取り入れることができる設計とする。 

 

a.制御建屋中央制御室換気設備 

変更なし 

 

b.使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室給気系，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋制御室排気系及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系で構成する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室給気系は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室へ外気

を供給するため，制御室給気ユニットで構成する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室排気系は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室から排

気するため，制御室排風機で構成する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の雰囲

気を所定の条件に維持するため, 制御室フィルタユニット,制御室空調ユニット及び制御室送風機で構成

する。 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系は，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内空気を制御室フィルタユニットを通し再循環して浄化運転すること

ができるとともに,必要に応じて外気を制御室フィルタユニットを通して取り入れることができる設計と

する。 

 

b.使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制御③-3 

既設工認 本文（第 3回申請） 

既設工認 本文（第 3回申請） 

制御③-4 

制御④-5 

既設工認 本文（第 3回申請） 

制御④-6 

既設工認 本文（第 3回申請） 
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変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 23 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

4.3.3 制御室照明設備 

設計基準事故が発生した場合において，制御室照明設備は，運転員その他の従事者が操作，作業及び

監視を適切に実施できるよう照明設備を設ける設計とする。 

制御室照明設備は，中央制御室照明設備並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設

備で構成する。 

制御室照明設備については第 2章 個別設備の「7.1 電気設備」に示す。 

 

4.3.3 制御室照明設備 

変更なし 

 

4.3.4 制御室遮蔽設備 

設計基準事故が発生した場合において，制御室遮蔽設備は，制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋と一体構造とし，制御室にとどまり必要な操作及び措置を行う運転員その他の従事者が過度の被ばく

を受けない設計とする。 

 

制御室遮蔽設備は，中央制御室の中央制御室遮蔽並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室の制御室遮蔽で構成する。 

 

中央制御室遮蔽は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能な設計とする。 

制御室遮蔽は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能な設計とする。 

 

 

4.3.4 制御室遮蔽設備 

変更なし 

 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す制御室照明設備の構成に係る記載であ
り、既設工認時より系統構成に変更がないため、変更前に記載。 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す制御室遮蔽設備の構成に係る記載であ
り、既設工認時より系統構成に変更がないため、変更前に記載。 

既設工認に記載はないが、既許可添付書類六に示す制御室遮蔽設備の保守・管理に係る記載
であり、既設工認時より変更がないため、変更前に記載。 

既設工認 本文（第 1回,第 2回申請） 

制御①-1， 
②-3 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 48 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

第 2 章 個別項目 

4. 計測制御系統施設 

 

4.3 制御室 

制御室は，重大事故等が発生した場合（有毒ガスが発生した場合を含む。）において，制御室にとど

まり必要な操作，監視及び措置を行う実施組織要員がとどまるために必要な居住性を確保するための重

大事故等対処施設を設置する設計とする。 

制御室にとどまるために必要な居住性を確保するための設備は，制御室換気設備，制御室照明設備，

制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室放射線計測設備で構成する。 

なお，制御室に必要な重大事故等対処設備は，計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設備，制

御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室放射線計測設備で構成する。 

計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室

放射線計測設備は，設計基準事故及び重大事故等を考慮した設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を考慮しなくと

も，制御室にとどまる実施組織要員及び MOX 燃料加工施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が 7

日間で 100mSv を超えず，当該重大事故等に対処するために適切な措置が講じられるよう，実施組織要員

が制御室にとどまるために必要な居住性を確保するための重大事故等対処施設を設ける設計とする。 

中央制御室は，各重大事故の有効性評価の対象としている事象のうち，最も厳しい結果を与える全交

流動力電源の喪失を要因とする「冷却機能の喪失による蒸発乾固」と「放射線分解により発生する水素

による爆発」の重畳において，実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を考慮せず，制御室換気

設備の代替制御建屋中央制御室換気設備による外気取入れにて換気を実施している状況下において評価

し，中央制御室にとどまり必要な操作及び措置を行う実施組織要員及び MOX 燃料加工施設から中央制御

室に移動する要員の実効線量が，7日間で 100mSv を超えない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，各重大事故の有効性評価の対象としている事象の

うち，最も厳しい結果を与える臨界事故時において，実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を

考慮せず，制御室換気設備の代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備による外気取入れにて換

気を実施している状況下において評価し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にとどまり必

要な操作及び措置を行う実施組織要員の実効線量が，7日間で 100mSv を超えない設計とする。 

制御室は， 重大事故等への対処が開始されている状態で，漏えい又は異臭等の異常を確認した者（立

会人，公的機関から情報を入手した者等）が，中央制御室の実施組織要員（実施責任者）に連絡するこ

とにより，中央制御室の実施組織要員が有毒ガスの発生を認知できるよう，通信連絡設備及び代替通信

連絡設備を設ける設計とする。 

また，換気設備の隔離，防護具の着用等の対策により，有毒ガスから制御室の実施組織要員を防護で

きる設計とする。 

なお，連絡を受けた中央制御室の実施組織要員（実施責任者）は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

663



別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 48 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

施設の制御室の実施組織要員及び緊急時対策所の重大事故等の対処に必要な指示を行う要員（非常時対

策組織本部の本部長）に対して有毒ガスの発生を連絡することを保安規定に定めて，管理する。 

これらの対策により，有毒ガスによる影響を考慮した場合でも，制御室に実施組織要員がとどまるこ

とができる設計とする。 

重大事故等が発生し，中央制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下において，実施組

織要員が中央制御室の外側から中央制御室に放射性物質による汚染を持ち込むことを防止するため，出

入管理建屋から中央制御室に連絡する通路上又は制御建屋の外から中央制御室に連絡する通路上に作業

服の着替え，防護具の着装及び脱装，身体汚染検査並びに除染作業ができる区画(以下「出入管理区画」

という。)を設けることを保安規定に定めて，管理する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下にお

いて，実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の外側から使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室に放射性物質による汚染を持ち込むことを防止するため，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋の外から使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に連絡する通路上に出入管理区画を設

けることを保安規定に定めて，管理する。 

出入管理区画用資機材は，出入管理区画を設置する場所の近傍に予備品を含め必要数以上を設けるこ

とを保安規定に定めて，管理する。 

計測制御装置については第 2章 個別項目の「4.1 計測制御設備」に示す。 

 

4.3.2 制御室換気設備 

重大事故等が発生した場合において，制御室換気設備は，制御室にとどまるために十分な換気風量を

確保できる設計とする。 

制御室換気設備は，代替制御建屋中央制御室換気設備，制御建屋中央制御室換気設備，代替使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備で構成する。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，代替中央制御室送風機及び制御建屋の可搬型ダクトで構成す

る。 

制御建屋中央制御室換気設備は，中央制御室送風機，中央制御室フィルタユニット及び制御建屋の換

気ダクトで構成する。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，代替制御室送風機並びに使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の可搬型ダクトで構成する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，制御室送風機，制御室フィルタユニット並びに使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクトで構成する。 

制御室換気設備は，制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備を

常設重大事故等対処設備として位置付けるとともに，代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計とする。 

代替中央制御室送風機は，重大事故等発生時において，制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送
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変 更 前 変 更 後 

風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，室内環境が悪化して二酸化炭素濃度等の許容限界に達

する前に制御建屋内に設置し，中央制御室内の換気が可能な設計とする。 

代替制御室送風機は，重大事故等発生時において，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制

御室送風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，室内環境が悪化して二酸化炭素濃度等の許容限

界に達する前に使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に設置し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室内の換気が可能な設計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備は，重大事故等の発生の起因となる安全機能の喪失の要因に応じて対処

に有効な設備を使用することとし，内的事象による安全機能の喪失を要因とした全交流動力電源の喪失

を伴わない重大事故等の発生時には，設計基準対象の施設の一部を兼用し，同じ系統構成で重大事故等

対処設備として使用する設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，重大事故等の発生の起因となる安全機能の喪失の要

因に応じて対処に有効な設備を使用することとし，内的事象による安全機能の喪失を要因とした全交流

動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には，設計基準対象の施設の一部を兼用し，同じ系統構

成で重大事故等対処設備として使用する設計とする。 

制御室換気設備は，電気設備の一部である非常用電源建屋の 6.9kV 非常用主母線，制御建屋の 6.9kV

非常用母線，制御建屋の 460V 非常用母線，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9kV 非常用母線，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋の 460V 非常用母線及び代替電源設備の制御建屋可搬型発電機又は使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機により電力を供給する設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，

自然現象，人為事象，溢水，化学薬品漏えい，火災及び内部発生飛散物に対して，代替使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋制御室換気設備による機能の確保により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設

計とする。 

また，必要に応じて関連する工程を停止する等の手順を保安規定に定めて，管理する。 

制御建屋中央制御室換気設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事

故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系

統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機は，想定される重大事故等時に実施組織要員が中央

制御室にとどまるために十分な換気風量を有する設計とするとともに，動的機器の単一故障を考慮した

予備を含めた数量を有する設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機は，想定される重大事故等時に実施組織

要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にとどまるために十分な換気風量を有する設計と

するとともに，動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた数量を有する設計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に設置し，風(台

風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 
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使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋に設置し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

制御建屋中央制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有

機溶媒等)を内包する配管が近傍にない制御建屋の室に敷設することにより，漏えいした放射性物質を含

む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，放射性物質を含む腐食性

の液体(溶液，有機溶媒等)を内包する配管が近傍にない使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の室に敷設するこ

とにより，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)により重大事故等への対処に

必要な機能を損なわない設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，共通要因によって制御建屋中央制御室

換気設備の中央制御室送風機と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，制御建屋中央制御室換

気設備の中央制御室送風機に給電するための設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電

開閉設備等に対して，代替電源設備の制御建屋可搬型発電機から電力を供給することで，制御建屋中央

制御室換気設備の中央制御室送風機に対して多様性を有する設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，共通要因によって使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機に給電するための設計基準対象の施設と兼

用する電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，代替電源設備の使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機から電力を供給することで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室

送風機に対して多様性を有する設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，共通要因によって制御建屋中央制御室換気設備と同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，制御建屋中央制御室換気設備とは異なる換気経路とすることで，制

御建屋中央制御室換気設備に対して独立性を有する設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，共通要因によって使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

制御室換気設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室

換気設備とは異なる換気経路とすることで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備に対して独立

性を有する設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，共通要因によって制御建屋中央制御室

換気設備の中央制御室送風機と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時バックアップ

を含めて必要な数量を制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機を設置する建屋から 100m 以上の

離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，制御建屋にも保管することで，必要数及び故

障時のバックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設計とする。制御建屋内に保管す

る場合は中央制御室送風機が設置される場所と異なる場所に保管することで位置的分散を図る設計とす

る。 
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代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，共通要因によって使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう

に，故障時バックアップを含めて必要な数量を使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送

風機を設置する建屋から 100m 以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保管

し，位置的分散を図る設計とする。使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に保管する場合は制御室送風機が設

置される場所と異なる場所に保管することで位置的分散を図る設計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機は，回転体が飛散することを防ぐことで他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機は，回転体が飛散することを防ぐことで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，回転体が飛散することを防ぐことで他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，回転体が飛散することを防

ぐことで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことにより，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに

より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，想定される重大事故等時に実施組織要

員が中央制御室にとどまるために十分な換気風量を確保するために必要な台数を有する設計とする。 

また，代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，複数の敷設ルートで対処できる

よう必要数を複数の敷設ルートに確保するとともに，制御建屋内に保管する代替制御建屋中央制御室換

気設備の制御建屋の可搬型ダクトについては，必要数を確保する設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，想定される重大事故等時に

実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にとどまるために十分な換気風量を確保

するために必要な台数を有する設計とする。 

また，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送風機は，複数の敷設ルートで

対処できるよう必要数を複数の敷設ルートに確保するとともに，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に保管

する代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型

ダクトについては，必要数を確保する設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風

(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計
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とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替制御建屋中央制御室換気設備は，「第 1章 共通事

項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事故等への対

処に必要な機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，

「第 1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，

重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生飛散物の

影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とす

る。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に

必要な機能を損なわない設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性

の液体（溶液，有機溶媒等）の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等への対処に必要

な機能を損なわない設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物

質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するた

め，外観点検，性能確認，分解点検が可能な設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能

を確認するため，外観点検，性能確認，分解点検が可能な設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認する

ため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能

な設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な

機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するた

め，保修等が可能な設計とする。 

 

4.3.3 制御室照明設備 

重大事故等が発生した場合において，制御室照明設備は，制御室にとどまるために必要な照明を確保

できる設計とする。 

制御室照明設備は，中央制御室代替照明設備並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代

替照明設備で構成する。 
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中央制御室代替照明設備は，可搬型代替照明を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，可搬型代替照明を可搬型重大事故等

対処設備として設ける設計とする。 

なお，可搬型代替照明の設置までの間，実施組織要員が操作，作業及び監視を適切に実施できるよ

う，可搬型照明を配備することを保安規定に定めて，管理する。 

可搬型照明設備は，全交流電源喪失時においても内蔵する蓄電池から給電が可能な設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，共通要因によって中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯と同

時にその機能が損なわれるおそれがないよう，中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯に給電

するための設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，中央制御室

代替照明設備に内蔵した蓄電池から電力を供給することで，中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流

非常灯に対して多様性を有する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，共通要因によって使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯と同時にその機能が損なわれるおそ

れがないよう，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯に

給電するための設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備に内蔵した蓄電池から電力を供給することで，使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯に対して多様性を有

する設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，共通要因によって中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯と同

時にその機能が損なわれるおそれがないよう，中央制御室代替照明設備のみで使用可能とすることで，

中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯に対して独立性を有する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，共通要因によって使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯と同時にその機能が損なわれるおそ

れがないよう，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備のみで使用可能とすること

で，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯に対して独立

性を有する設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，共通要因によって中央制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯と同

時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアップを含めて必要な数量を中央制御

室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯を設置する建屋から 100m 以上の離隔距離を確保した外部保管エ

リアに保管するとともに，制御建屋内にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇

所に分散して保管し，位置的分散を図る設計とする。制御建屋内に保管する場合は運転保安灯及び直流

非常灯が設置される場所と異なる場所に保管することで位置的分散を図る設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，共通要因によって使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋内の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直流非常灯

と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアップを含めて必要な数量を使用

669



別紙６ 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ（第２回申請）（第 48 条） 

 

変 更 前 変 更 後 

済燃料受入れ・貯蔵建屋内の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び

直流非常灯を設置する建屋から 100m 以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散し

て保管し，位置的分散を図る設計とする。使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に保管する場合は運転保安灯

及び直流非常灯が設置される場所と異なる場所に保管することで位置的分散を図る設計とする。 

中央制御室代替照明設備の可搬型代替照明は，想定される重大事故等時に実施組織要員が中央制御室

で操作可能な照明を確保するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として

76 台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを 86 台の合計 162 台以上を確保

する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備の可搬型代替照明は，想定される重大事

故等時に実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室で操作可能な照明を確保するた

めに必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として 17 台，予備として故障時及び保

守点検による待機除外時のバックアップを 19 台の合計 36 台以上確保する設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風(台風)等

により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，外部からの衝撃による損傷を防止で

きる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室代替照明設備は，「第 1章 共通事項」の

「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照

明設備は，「第 1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とす

ることで，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生飛散物の影響を受

けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶

液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，配管の全周破断に対して，漏えいし

た放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重

大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 
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中央制御室代替照明設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するため，外

観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計と

する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，通常時において，重大事故等への対

処に必要な機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維

持するため，保修等が可能な設計とする。 

 

4.3.4 制御室遮蔽設備 

重大事故等が発生した場合において，制御室遮蔽設備は，制御室にとどまる実施組織要員が過度の被

ばくをうけないよう，十分な壁厚さを有する設計とする。 

制御室遮蔽設備は，中央制御室の中央制御室遮蔽並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室の制御室遮蔽で構成する。 

制御室遮蔽設備は，常設重大事故等対処設備として位置付け，中央制御室遮蔽及び制御室遮蔽で構成

する。 

中央制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替制御建屋中央制御室換気設備若しくは

制御建屋中央制御室換気設備の機能とあいまって中央制御室にとどまる実施組織要員及び MOX 燃料加工

施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えない設計とする。 

制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設

備若しくは使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の機能とあいまって使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋制御室にとどまる実施組織要員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えない設計とする。 

中央制御室遮蔽は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備

として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

制御室遮蔽は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備とし

て使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室遮蔽は，「第 1章 共通事項」の「3. 自然

現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必要な機能

を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる制御室遮蔽は，「第 1章 共通事項」の「3. 自然現

象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必要な機能を

損なわない設計とする。 

中央制御室遮蔽は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するため，外観点検が

可能な設計とする。 

制御室遮蔽は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するため，外観点検が可能

な設計とする。 
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4.3.5 制御室環境測定設備 

重大事故等が発生した場合において，制御室環境測定設備は，制御室内の酸素濃度，二酸化炭素濃度

及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握できる設計とする。 

制御室環境測定設備は，中央制御室環境測定設備及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室

環境測定設備で構成する。 

中央制御室環境測定設備は，可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度

計を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭

素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，制御建屋から 100m 以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管する

とともに，対処を行う建屋内にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散

して保管し，位置的分散を図る設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋から

100m 以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋にも

保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設

計とする。 

中央制御室環境測定設備の可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計

は，中央制御室の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲内にあること

を測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として各１個を１セット

として，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを２セットの合計３セット以

上を確保する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備の可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素

濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の酸素濃度，二

酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲内にあることを測定するために必要な台数を

有する設計とするとともに，保有数は，必要数として各１個を１セットとして，予備として故障時及び

保守点検による待機除外時のバックアップを２セットの合計３セット以上を確保する設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風(台風)等

により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，外部からの衝撃による損傷を防止で

きる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室環境測定設備は，「第 1章 共通事項」の

「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測
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定設備は，「第 1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とす

ることで，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生飛散物の影響を受

けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体(溶

液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損な

わない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，配管の全周破断に対して，漏えいし

た放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重

大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するため，外

観点検，分解点検が可能な設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，通常時において，重大事故等への対

処に必要な機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，当該機能を健全に維持するため，保

修等が可能な設計とする。 

 

4.3.6 制御室放射線計測設備 

重大事故等が発生した場合において，制御室放射線計測設備は，制御室内の線量当量率及び空気中の

放射性物質濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握できる設計とする。 

制御室放射線計測設備は，中央制御室放射線計測設備並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室放射線計測設備で構成する。 

中央制御室放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメータ(SA)，アルファ・ベータ線用サーベイメー

タ(SA)及び可搬型ダストサンプラ(SA)を可搬型重大事故等対処設備として設ける設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメータ(SA)，

アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)及び可搬型ダストサンプラ(SA)を可搬型重大事故等対処設備

として設ける設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，制御建屋から 100m 以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管す

るとともに，対処を行う建屋内にも保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分

散して保管し，位置的分散を図る設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋から
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100m 以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋にも

保管することで，必要数及び故障時のバックアップを複数箇所に分散して保管し，位置的分散を図る設

計とする。 

中央制御室放射線計測設備のガンマ線用サーベイメータ(SA)及びアルファ・ベータ線用サーベイメー

タ(SA)は，中央制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあることを測定するために必要な台数を

有するとともに，保有数は必要数及び予備としての故障時のバックアップをあわせ十分な台数を確保す

る設計とする。 

中央制御室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ(SA)は，中央制御室の実効線量が活動に支障がな

い範囲内にあることを測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数とし

て 1台，予備として故障時のバックアップを 1台の合計 2台以上を確保する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備のガンマ線用サーベイメータ(SA)及び

アルファ・ベータ線用サーベイメータ(SA)は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の実効線

量が活動に支障がない範囲内にあることを測定するために必要な台数を有するとともに，保有数は必要

数及び予備としての故障時のバックアップをあわせ十分な台数を確保する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ(SA)は，使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあることを測定する

ために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として 1台，予備として故障時のバ

ックアップを 1台の合計 2台以上を確保する設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風(台風)

等により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，外部からの衝撃による損傷を防止

できる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管し，風(台風)等により重大事故等への対処に必要な機能を損

なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる中央制御室放射線計測設備は，「第 1章 共通事項」の

「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計とすることで，重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線

計測設備は，「第 1章 共通事項」の「3. 自然現象」の「3.1 地震による損傷の防止」に基づく設計と

することで，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，制御建屋の内部発生飛散物の影響を

受けない場所に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，重大事故

等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体
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(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，重大事故等への対処に必要な機能を

損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，配管の全周破断に対して，漏えい

した放射性物質を含む腐食性の液体(溶液，有機溶媒等)の影響を受けない位置に保管することにより，

重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，通常時において，重大事故等への対処に必要な機能を確認するため，

外観点検，分解点検が可能な設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，通常時において，重大事故等への

対処に必要な機能を確認するため，外観点検，分解点検が可能な設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，当該機能を健全に維持するため，

保修等が可能な設計とする。 
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